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潜在成長モデルによる進路成熟の解析
ー不完全コーホート・データヘの適用—
清 水和 秋
Modeling Incomplete Cohort Data of Career Maturity 
Using Latent Growth Structural Equation Method 
Kazuaki SHIMIZU 
Abstract 
The purpose of this paper is to introduce methodological developments on the Latent Growth Model 
(LGM), and to investigate the growth line of career maturity in junior high school using LGM methodol・
ogies. Longitudinal data were collected from the entire student body of a certain junior high school in 
Aichi Prefecture, which participated on four research occasions (December, 1988, June, 1989, December, 
1989, and December, 1990). In this analysis, the male and female participants were independently selected 
for the two kinds of incomplete cohort data at half-year intervals: One was the students who participated 
on the first occasion as first-year junior high school students, and the other was the students who 
participated as second-year junior high school students on the same occasion. To identify the growth lines 
of the educational career maturity and vocational career maturity across the three grades at half-year 
intervals, LGM analysis using structural equation modeling was conducted using Amos. The model of 
multi-sample simultaneous LGM including both variables of the educational and the vocational career 
maturity evidenced the best fit, among several models on these cohort data. Implications of these results 
were discussed with consideration of applied research using LGM. 
Key words: latent growth model, career maturity, incomplete cohort, Amos, multi-sample simultaneous 
analysis, change measurement, individual differences in development 
抄録
本稿の目的は，潜在成長モデル (LGM)についての方法論的な進展を紹介することと中学生の進路発達の成長
線を LGMを使って検討することである。縦断データが，愛知県のある中学の全校生徒と対象とした 4回の調査
機会 (1988年12月， 1989年6月， 1989年12月， 1990年12月）に収集された。この分析では，これらの調査におい
て対象者であった男子と女子を，独立に，半年間隔のでの 2つの不完全コーホート・データ (1つは，最初の調
査機会で 1年生として対象者であった生徒であり，もう 1つは，同じ調査機会で 2年生であった生徒である。）と
して選んだ。半年間隔での 3学年にわたる教育的進路成熟と職業的進路成熟の成長の線を確認するために，線形
方程式モデリングによる LGM解析方法を Amosでおこなった。このコーホート・データについてのいくつかの
モデルの中で，教育的そして職業的成熟についての 2つの変数を含む多母集団同時LGMのモデルの適合度が最
もよかった。これらの結果の意味を， LGMの応用研究に関する考察とともに議論した。
キーワード：潜在成長モデル，進路成熟，不完全コーホート， Amos,多母集団同時分析，変化の測定，発達に
おける個人差
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o. はじめに
ある 1つの心理的な機能について継続的な測定を複数回おこうなうと，一般的に，このよう
な観測得点が時間経過とともに増加する発達（あるいは学習）現象，減少する忘却（あるいは
疲労）現象，そして増加がある時点から減少へと転じる成長（生涯発達）現象があらわれるこ
とは，よく知られていることである（池田， 1980)。心理的な変化についてのこのような現象は，
個人の得点の増減においても．あるいは標本の平均値の増減においても観測されるものである。
時間の経過による得点の変動は，加算あるいは減算として表現することができる。ある測定
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機会の得点にある量の増分を加えたあるいは引いたものが次の測定機会の得点となるわけであ
る。このような増分が複数の機会にわたって一定の方向で同じであるならば，切片と傾斜から
なる線形の 1次関数を測定機会全体に仮定することができる。この傾斜が一定の量でない場合，
すなわち隣り合った機会間での増分が急速に大きくなったりあるいは小さくなったり，さらに
増分がプラスとなったりマイナスとなったりすれば，非線形を仮定せざるをえない。観測機会
の数が， 2回の場合には，現象だけから見ると線形となる。この 2回の間に複数の調査を挿入
してみると非線形の現象が顕れてくるかもしれない。
個人の得点の変動とその個人が属する標本の平均の変動とは必ずしも同じ傾向を示すわけで
はない。個人の変動は多様なパターンを示す。平均の変動の姿が線形であっても，個々人の変
化が，観測機会の平均の増分に従うわけではない。平均とは，この場合，個人間差異を機会ご
とに代表させた統計量にすぎない。共分散は，隣り合った機会間ばかりではなく測定機会全体
にわたる個人の多様な変動のパターンをとらえる統計量の役割をはたす。横断的な調査データ
から発達・成長の様相をあきらかにできないのは，機会間の共変動の情報が欠落した平均値の
情報に頼らざるをえないからである。縦断的なデータが変化の測定で必要とされるのは，測定
機会間の変動の情報を共分散としてとらえることができるからである (Nesselroade& Baltes, 
1979)。
変化をいかに測定・評価するかという課題に関して，急速な進展が，理論と応用とにおいて
みられる。この変化の測定をテーマとして編集された Harris(1963)とCollins& Horn (1991) 
や Gottman(1995)あるいは vonEye (1990)などとを比較すると，この約30年間での理論的
な進展のベースが，線形方程式モデリング(structuralequation modeling, 以下 SEMと略す。
あるいは共分散構造分析とも呼ばれる。）にあることはあきらかである。変化を解析するための
古典的なアプローチは，平均や相関係数を対象としてきた。変化をモデルとしてとらえるには，
個人の得点の変動と標本の平均の変動とを同時に取り扱うことができる方法論が必要である。
90年代の入ってからの SEM分野での中心的な話題の 1つは，潜在成長モデル (latent
growth model, 以下LGMと略す。）である。 McArdle(1986, 1988)が提案した 1変数の縦
断的な調査から観測される発達・成長の現象を検証するこの方法が革新的であるのは， SEMの
枠内で，因子分析モデルを，上で述べてきたように，平均と共分散とを同時に取り扱うことを
可能としたからである。この方法論のパイオニアである彼は，共同研究者たちとともに，知的
機能の発達（生涯発達も含む）についての理論的・実証的研究を蓄積してきた (McArdle,1998; 
McArdle & Aber, 1990; McArdle & Anderson 1990; McArdle & Epstein, 1987; McArdle & 
Hamagami, 1991, 1992, 1996; McArdle & Woodcock, 1997)。
新しい方法論がどのように評価されているかは，それを話題とする論文がどのような分野の
ジャーナルに掲載されることが多いかを調べればわかる。 LGMについては，もちろん理論的な
追求が測定論の専門的雑誌に数多く掲載されているが，たとえば， Curran,Stice & Chassin 
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(1998)や Lawrence& Hancock (1998)のようにカウンセリング分野でも応用利用を促す論
文が掲載されるようになってきたことからも，その影響の大きさがわかる。
この LGMは， SEMの応用モデルとして，観測索点からの因子分析モデルを構築することに
よって，発達・成長に顕れる 2つの統計量である平均と共分散から元型としての成長線のレベ
ル因子と傾斜の因子とを検証することを可能とした。 90年代に入ってから，この LGMについ
て，理論的なモデルの拡張がおこなわれてきている。線形の成長線の解析から， Browne(1993) 
とBrowne& Du Toit (1991) は，非線形モデルヘの拡張をおこなっている。そして， 1つの
変数から複数の変数を同時にモデル化することも試みられるようになってきた（たとえば，
Willett & Sayer (1996), Muthen (1991, 1996)など）。この理論は，現実のデータとの相互
作用のなかで，新たな展開の段階に入ってきた。
本稿では， LGMの理論を紹介し，次に，中学生を対象とした進路発達の 2種類の縦断データ
にこの方法論を適用してみることにする。調査は， 1988年12月， 1989年 6月， 1989年12月， 1990
年12月の 4回にわたっておこなっている。 1つのデータは，中学 1年生から開始して 3年まで
に4回の追跡調査として収集したものである。このデータを1988年入学の生徒を対象としてい
るので，コーホート88とする。この中学で同時並行して1988年に 2年生であった生徒を対象と
して，半年間隔で 3回の追跡調査として収集したものがもう 1つのデータである。このデータ
をコーホート87とする。この 2つのコーホート・データは，同じ中学で収集したものではある
が，独立したものである。コーホート88には， 1年生の12月， 2年生の 6月， 2年生の12月，
そして 3年生の12月時点での 4回の測定機会があるが，コーホート 87には， 2年生の12月， 3 
年生の 6月そして 3年生の12月時点での 3回の測定機会しかない。この 2つのコーホート・デ
ータをあわせてみると， 1年後期から，半年ごとに 3年後期までを追跡できたことにはなるが，
個々のデータでは，ある意味では，不完全なコーホート・データである。中学の 1年から 3年
にかけての進路発達の様相を 1つの潜在的な成長線としてとらえることができるのか，この 2
種類のコーホート・データをさらに男女別にして，合計 4種類の標本において， LGMで検証し
てみることが本稿の目的である。そして，発達を測定・評価するための方法論について， LGM
の観点から検討を加えてみたい。
1. LGMの基本モデル
1.0 LGMへの道と現在
発達・成長の現象の縦断的観測から得られ統計量は，間隔尺度水準の変数のデータであると
すると，算術平均，相関行列，積和行列あるいはモーメント行列である。ここでは，変化の現
象を説明するための方法論を，このような統計量との関係の中で， もう少し詳しく研究の歴史
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も含めて検討してみることにする。
まず，縦断データから得られる平均値の変動だけから，この現象の様相を顕型として記述す
る方法がある。簡単にいえば，平均値の値を測定機会（あるいは，測定した時間さらには測定
時の被験者の年齢など）ごとに折れ線グラフとして表示することによって，その変動の様相を
あきらかにするわけである。たとえば， Thissen& Bock (1990)が古典的な提案も含めて概観
しているように，時間経過や成長とともに変動する平均値に，線形関数や非線形関数（ロジス
ティック関数，ゴンペルツ関数やこれらの複合関数）などを当てはめ，このような関数を構成
するパラメータを推定することによって，成長曲線の形を説明することがおこなわれてきた。
男女別に異なる集団の間で，各平均値の変動から推定されるパラメータの違いを比較検討する
ことや，個人の得点の変動に，このような関数を当てはめることによって，個人の成長あるい
は発達を関数で記述することもおこなわれてきたが，この方法はあくまでも観測時点の統計量
あるいは測定値を手がかりとする方法にすぎない。
次に，測定機会間の共変動から，発達の過程を明らかにしようとする方法論としては， T-技
法因子分析 (Cattell, 1952)がある。相関係数を共変動の測度とするこの Tー技法因子分析は，
しかしながら， Cronback(1967)によって，きわめて強い批判をあぴた。彼は， 1つの縦断的
な知能のデータに対して，複数の因子分析手順（初期因子の推定方法と因子軸の回転方法）を
適用し，時間としての変数に潜在する共通因子が，解析で使用されるこの手順によって，異な
ることを例証し， T技法因子分析からは，発達の過程を明らかにすることはできないと主張し
たわけである。知的能力の発達を解析に潜在構造分析を適用した生沢(1976)は，このような観
点から，因子分析法による知的能力の発達研究には否定的な見解を表明している。
Cronback (1967)の批判を克服しようとする方法論の提案は， SEMの分野においておこな
われた。 1つは，相関行列の Simplex構造（測定機会間が近ければ相関係数が高く，遠ければ
低い。すなわち相関行列の対角線に近い相関係数の値は高く，対角線から離れれば離れるほど
低くなる。）に対する自己回帰 (autoregressive)モデルである。発達・変化の相関行列から
Simplex構造を定義した Guttman(1955) は，• この構造を探索的因子分析によって解析しよう
としたが，この方法論では， T-技法への Cronbackの批判を克服するにはいたらなかった。少
なくとも，測定機会間の安定性を確認することがきるようになったのは， SEMの基礎を確立し
たJoreskog(1970)が， SEMの 1つの方法として提案した準マルコフ Simplexモデルによっ
てである。この方法は，相関行列あるいは共分散行列の Simplex構造の特徴を，隣り合う測定
機会間の安定性の程度として明らかにしてくれる（たとえば， Rudinger,Andres & Rietz (1991) 
や Bast& Reitsma (1997)など）。しかしながら，この Simplexモデルでは，観測した平均を
モデルに組み込むことはできなかった。
縦断的な測定から得られる統計量のすべてをモデル化することのできる方法が， もう 1つの
SEMをベースとした潜在成長 (latentgrowth)モデルである。 Wohlwill (1973)は，安定性
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(stability)のある変数における個人差という観点から，発達関数を何らかの形でモデル化する
可能性を議論している。顕型としての発達曲線の関数を内部におく彼の提案をモデルとして実
現させたのが，先にも紹介したように， McArdle(1986, 1988)や McArdle& Epstein (1987) 
である。
このモデルにいたるまでにも，理論的な提案としては， Rao(1958)や Tucker(1958, 1966) 
による主成分分析的なアプローチがあった。共通因子モデルをベースとして成長現象を解析す
る方法論は， McArdleによる一連の研究と，同時並行的におこなわれていた Meredith & 
Tisak (1990)によるものが最初といえよう。他にも，この LGMを， Willett& Sayer (1994, 
1996) は，個人の成長パラメータと個人間差とを 2つのレベルとすることで，別な観点からの
説明をおこなっている。
この潜在成長モデルは，成長を説明する因子を多項式の各項において特定することに特徴が
ある。成長の全体的な平均レベルの因子と成長に伴う増分の因子とを項とすることによって，
そして測定機会の独自性をおきながら，各測定機会の観測変数を因子分析モデルで表現するわ
けである。このような多項式モデルとしての縦断データの解析モデルは，多水準 (multilevel)
モデル (Goldstein,1987, 1995)との関係へと理論的展開を見せている (McArdle& Hamagami, 
1996; Muthen, 1991, 1993)。さらに，多集団でのモデル化や不完全コーホート・データの解析
など，モデルは，急速にその適用範囲を拡大してきている (McArdle & Anderson, 1990; 
McArdle & Hamagami, 1992, 1996; McArdle & Woodcock, 1997; Muthen, 1996)。
潜在成長モデルの線形多項式については， 2次関数での表現 (Ge,Lorenz, Conger, Elder, & 
Simons, 1994)や指数関数あるいはゴンペルツ関数の適用など，単純な線形モデルから複雑化
してきている (McArdle,1998; McArdle et al., 1992, 1996, 1997; Stoolmiller, 1995; Stoolmiller, 
Duncan & Patterson, 1993; Willett, 1997; Willett & Sayer, 1994)。複雑ではあっても，基本
的には，多項式の回帰係数を固定するモデルに対して， Browne(1993)とBrowne& Du Toit 
(1991) は，変化についての指数・対数・ゴンペルツ関数を定義し，この関数のパラメータを
推定する非線形モデルを提案し，構造的潜在曲線 (structuredlatent curve)モデルと呼び，
McArdleらによる線形の潜在成長曲線 (latentgrowth curve)モデルと区別している。
時間経過のなかで起きる変化を説明するには， MacCallum,Kim, Malarkey & Kiecolt-
Glaser (1997) も論じているように，このような線形モデルと非線形モデルの 2つの枠組みの
いずれが優れているかは，実際のデータの関係において，今後さらに検討されていく課題であ
ろう。 LISRELや EQSあるいは AMOSのような実際の線形方程式モデルによる解析で使用で
きるソフトウェアでは， しかしながら， Browne(1993)のような非線形のパラメータ化は，現
時点では実現されていない。現時点で，多母集団同時分析と非線形のパラメータ記述とを実現
しているのは，フリーソフトとして公開されている Mx(Neale, 1998)だけである。線形のソ
フトウェアでは，一般的に，非線形のパラメータを線形モデルの多項式に導入する方法を採用
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している（たとえば， McArdle(1998), McArdle & Hamagami (1996), Muthen & Muthen 
(1998)など）。
非線形問題については別な機会として，以下では，線形の LGMの基本的なモデルを紹介し，
多母集団同時分析や多変数の多母集団同時 LGMなどの拡張モデルについて検討してみたい。
1. 1 因子分析モデルとしての LGMの特徴
1.1.1線形 LGM
ここでは， LGMの線形モデルを行列で表してみることにする。まず， N 人の被験者を対象
として，ある観測変数を T回にわたって繰り返して測定したとする。この T個の観測変数を
確率変数ベクトルとして yと表す。古典的な因子分析モデルは，標準得点を共通因子と独自因
子との 2つの成分の和として表される。 LGMの特徴は，このような因子分析モデルを，次の式
のように索点からモデル化しているところにある (McArdle,1986, 1988; Meredith & Tisak, 
1990)。
y=A f+u (1) 
ここで， fは因子得点ベクトル， U は独自因子得点ベクトルであり， A は因子パターン行列
(Txm次）とする。なお，一般的な意味での変数の数は，測定機会の数 Tである。
線形の LGMの基本モデルでは， m=2として，因子パターン行列 A において，レベル因子
(L: level factor) と傾斜因子(S:slope factor)の2つの因子のための特別なパラメータ行列
の指定をおこなう。パターンの値を 1としてレベル因子は定義され，ある種の年齢関数から傾
斜因子は定義される。ここで， Tを4として，そして，複数の被験者から，それぞれが10歳，
20歳 30歳そして40歳の時に縦断的に収集したデータと想定して， LGMの因子パターン行列を
表してみると次のように定義することができる。
L1 S1 1 10 
L2 Sz 1 20 
A=  I ＝ (2) 
L3 Si 1 30 
ム s4 1 40 
なお，この式の第 1列がレベル因子であり，第 2列が傾斜因子である。
(1)式の LGMモデル式について，因子分析モデルとしてのいくつかの制約を置いてみること
にする。まず，因子得点 fの平均は，伝統的に因子分析モデルが仮定したようにゼロではない。
LGMは，観測得点の索点をモデルの対象としているからである。ここでは，レベル因子得点の
平均を mL, 傾斜因子得点の平均を msとすると
E(f) =に］ (3) 
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因子得点の平均ベクトルは(3)式のように表すことがきる。ただし， T個の各独自性得点の平均
についてはゼロ，すなわち， E(u)=Oとする。なお，ここで， Eは期待値の記号である。
次に，潜在変数間の共分散については，伝統的な因子分析モデルと同様に，共通因子と独自
因子とは独立しているものとして，これらの間の共分散は，ゼロと仮定する。すなわち，
Cov (fu') = 0 (4) 
である。次に，ここでは，独自因子間の分散・共分散行列については，共分散がゼロとして，
分散のみからなる対角行列，すなわち，
Cov (uu') ='IP' (5) 
、 2
<fe1 0・・・0 
0 <1ら... 0 
＝ 
0 0 . <feT 
である。 LGMが対象とするデータは，同一観測変数を繰り返して測定したものである。繰り返
しの中に学習効果などの分散が混入している場合には，この行列の非対角要索すなわち独自性
間の共分散をゼロとすると，データとモデルとの当てはまりが悪くなることがある。 SEMとし
てのモデル推定において，モデル識別が可能であれば，この独自性間の共分散の推定を，縦断
的に収集したデータの特殊な性質として許容することもある（たとえば， Browne(1993), McAr。
dle et al. (1991), Muthen (1996)など）。
レベル因子と傾斜因子の分散・共分散行列は，
Cov (ff') = q> 
= [ :: (f~] 
であり，この 2つの因子の相関係数を PLSとすると，
PLS= 
<J'LS 
<J'L <J's 
である。
1.1.2 LGMとその他の因子分析モデルとの比較
(6) 
(7) 
この LGMモデルのユニークさを明らかにするために，ここでは，古典的な因子分析モデル
(Thurstone, 194 7) とSEMがベースとする因子分析モデル (Lord& Novick, 1968) とを
比較してみることにする。まず．古典的な因子分析モデルは,yを標準得点ベクトルに変換して
これを z同様に表すと.(1)式をこの場合には，
z=Azfz+uz (8) 
と書くことができる。この古典的因子分析の解析では．因子パターン行列 Azの全要索は自由推
定であり， (2)式のようなパラメータ指定はできない。一般的な解析手順では，標準得点間の相
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関行列から因子数を決定し，主因子法などの方法によって共通性を推定し,Varimax法そして
Promax法で回転することがおこなわれてきた。 (8)式の AAま，因子の解釈に使用される最終的
な斜交解の因子パターン行列である。相関行列からこの行列 Azを得る方法は．探索的因子分析
とも呼ばれている。なお， tについては，平均がゼロで．標準偏差が 1とした標準形式を仮定し
ている。
観測得点 yからの SEMがベースとする因子分析モデルでは．観測変数の索点の切片のベク
トルをμ とすると， (1)式は
y=μ+A』+U8 (9) 
と表すことができる。因子パターン行列 4は．モデルの識別可能な範囲で自由推定パラメータ
とすることができる。このパラメータ設定の方式によって，因子軸の回転に，因子分析の仮説
の記述が取って代わったわけである（たとえば，清水 (1989a, 1994)など）。一般的な SEMに
よる因子分析では，分散・共分散行列を解析の対象とする。この方法で推定された因子解 Asは．
古典的な因子分析法になれた者にはわかりにくいものとなる。結果の解釈は，そこで，因子の
分散を 1とする標準解でおこなうことがおおい。すなわち.(9)式の fSについて，標準形式とす
ることで，標準解の Asを算出することができるわけである（たとえば，豊田 (1997),清水(1989
b)など）。多母集団の同時分析においても．特定集団の因子得点の平均はゼロとして，他の集
団の平均値を自由推定することもあるが．基本的には,SEMの因子分析モデルでは．因子得点
は，このように標準形式として扱われてきたわけである。
LGMのユニークさは，上で紹介した 2つの因子分析法と比較すると，潜在変数としての因子
得点を標準形式としては扱わないところにある。 (1)式に示したように， LGMはy=Af+uと
して索点からの因子を直接に定義する方法ともいえる。そして，因子パターン行列 A を拘束パ
ラメータの形式でレベルと傾斜の 2つの因子を特定化した因子分析モデルのある種の拡張モデ
ルであるともいえる。
この SEMの枠内でのモデルにおいて，識別性が確保されるなら，線形としてパラメータ化し
たA の傾斜因子についてある程度の数のパラメータを自由推定とすることもできる。すなわ
ち， (2)式について，＆や＄を次のように自由推定パラメータとして，次のように表す。
1 S1 
A-= I 1 *2 
1 * 3 
1 s4 
(10) 
この式は，第 1回目と第 4回目の時間は固定しておき，第 2回と第 3回の時間には，データの
性質を反映させることを表している。測定の時期が明確な場合には，本来は，このような部分
的な自由推定はおこなうべきではないかもしれない。データによっては， しかしながら，モデ
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ルとの当てはまりがよくなる場合もある。 (10)式のようにして推定したパラメータをグラフに書
くと非線形となる場合もあるが，(1)式からわかるように，この LGMはあくまでも線形モデルで
あり，非線形のモデルを想定する場合には，たとえば， McArdle & Hamagami (1996)や
Stoolmiller (1994, 1995)などのように，非線形部分を傾斜因子としてパラメータ設定するか，
あるいは A に第 3因子として非線形の項を追加してパラメータを記述するか，あるいは
Browne (1993)による構造的潜在成長曲線モデルのように A そのものを非線形パラメータと
しなければならない。
1.2 因子の平均のスカラー表現
線形 LGMは， T回の測定機会に潜在する 2つの因子得点に， 2種類の因子パターンを掛け
合わせることによって，レベルと傾斜の因子を定義し，そして，独自性を加えることによって，
各観測機会の索点をモデル化している。この索点から共通因子分析モデルを表す特殊な表現の
内容をより詳しく説明するために，ここでは，まず， 1人の被験者の得点を想定してみること
にする。
LGMは，測定機会を t=l,…，Tとして，個人 iの第 t回の得点は， 2つの共通因子得点(/.;
と/4;) および独自性得点 (uti) とすると，次のように表すこともできる。
y=L凡+$ふ+u1; (1) 
ここで， Lは，第 1因子の因子パターン， Stは第 2因子の因子パターンとする。すなわち，線形
LGMはこの 2つの因子（レベル因子と傾斜因子）を項とした形式からなる。
この式の意味をさらに検討するために，各測定機会の観測変数の素点で(1)式をスカラーで展
開してみると次のように表すことができる。
Yli=Lfiけ S必;+uli
Yu=Lん＋邸沖如
Yt;=L/i;+Sふ;+uti
yr;=L/.;+S必;+Ur;
(12) 
この式の共通因子得点は，相関係数からの因子分析モデルが想定している標準形式（平均が0'
標準偏差が 1) ではない。あくまでも，索点からの因子分析モデルである。この因子パターン
に関して， L=lとおき， S1こ年齢（あるいは観測機会あるいは時間）を与えるのがLGMの一
般的なモデルである。
ここでさらに説明を加えるために，たとえば， Sが単調増加関数で， T=4の場合すなわち
S戸 1,Si=2, Sa=3そして S4=4を想定してみることにする。
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(13) 
第 1回の測定の観測得点から独自性得点を引いた値は，第 1因子の得点と第 2因子の得点との
和である。第 2回目の同様の値は，第 1因子得点に第 2因子得点の時間関数の増加すなわち 2
倍を足した値となる。第 3回目では，第 2因子得点に 3をかけており，第 4回目では，同じく
4をかけ合わせているわけである。このように， LGMの2つの共通因子は，各観測機会の索点
から独自性を引いた得点を，すべての観測機会に共通な得点と時間関数による単調増分をかけ
合わせた因子得点とからなるわけである。
これまでの説明は，個人 iの得点についておこなってきた。次には， i=l,…,Nとして， N 人
について，これらの 2つの因子得点の平均を考えてみることにする。なお，ここでの平均とは，
観測得点の平均のことではない。上の例でいえば， 4回の測定機会ごとに索点のある種の増加
傾向を示す 4つの平均 (yl'及ぷふ）を算出することができる。このような平均の増加傾向は，
あくまでも顕型にしかずぎない。ここで関心があるのは，元型としての姿なのである。
ここでは，まず，第 1因子の因子得点の平均を｝と表す。第 2因子については，公と表すこと
にする。 4回の繰り返し測定機会について，これらを使って，次のように表してみることにす
る。
P戸 Ji+1h 
P戸刀+21i
Pa=li +3li 
p4=li +4li 
この式を次のように展開し直してみることにする。
P1 =Ji +Ji 
拓＝か+Ii
Pa=P叶 E
払=PけE
(14) 
(15) 
単調な増加を各測定機会間に仮定した場合には，この(15)式からも明らかなように， Jiを出発値と
し， Lの増分を傾斜とした元型の線を定義することができるわけである。すなわち，この(15)式を
一般的に表すと
Pt=Pt-,+lz (16) 
となる。ただし，ここでは， t=lの時， p。=liである。
ここまでは， Stについては， 1から 4の単調増加を仮定していた。一般的には，この Stにつ
いは，ある種の任意な時間関数と考えることができる。たとえば，実年齢として，縦断的調査
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であるならば， S戸 10,S2 = 15, Si = 30そして S4=45であってもかまわない。
LGMの利点は，一般的に言えば，この S虎等間隔であることを条件とはしていないことであ
る(Willett,1997)。調査時点での年齢を統制することができない場合には，観測機会を関数と
するとすることもできる。なお，観測機会を使用する場合には， S1=0すなわち第 1回をゼロ，
として，後の観測機会に 1を加えていく方が，結果の整理は簡単となる。また，学年を対象と
して調査した場合には，学年をそのまま使用することもできる。
ここで， (12)式の定義に戻って，一般的に(14)式を表すと
P1=li+S品
柘=Ji+鵡
P戸 Ji+SJz 
Pr=li +S品
と表すことができる。この関係を一般化すると次のように表すことができる。
P1=Pぃ+(S1-S1-,)A 
ただし， t=Iの時， p。=Jiかつ S。=Oである。
1.3 LGMの解析に関して
(17) 
(18) 
LGMを実際に解析する際には，索点と因子得点の平均とからモデルを構成する必要がある。
なお，ここでは， Amos3. 6 (Arbuckle, 1997)による解析を前提として，入カデータの統計量
を中心と説明をおこなうことにする。
一般的に， SEMのソフトでは，因子分析モデルを，切片を含む因子分析モデルの形式で表現
することがおこなわれている。たとえば，観測変数の索点の切片のベクトルをとすると， (9)式
にも示したように，モデル式は
y=μ+Af+u (19) 
として，表すことができる。通常， 1つの集団を対象とした伝統的な因子分析モデルでは，こ
のような切片をモデルに組み込むことはなかった。その理由は， 1つの集団内では，各観測変
数を平均が0で標準偏差を 1とする標準形式とした因子分析モデルを採用してきたからである。
これに対して，複数の集団を対象とした因子分析モデルの比較では，清水 (1994) において紹
介したように，因子得点の平均をモデルにおいて構造化するために，切片を上の式のように導
入する方向で発展してきた。 SEMは， 1つの集団からのデータだけを対象としたモデルにおい
ても，このような切片を含む方向へと， Bollen(1989)や豊田 (1998)などが紹介しているよう
に，拡張されてきている。現在では，観測変数と潜在変数の両方の切片を含むモデルをベース
とする一般性の高い各種の SEMソフト (Kano,1997)を解析に使用することができるように
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なってきた。
ところで， LGMでは， (1)式と(19)式を比較すればあきらかなように， μ,=Oとして，因子得点
の平均を推定するモデルであるといえる。この解析を各種の SEMソフトおこなうには，スクリ
プトの記述において，因子得点の平均は推定するパラメータとして記述し，観測変数の切片は
ゼロで固定したパラメータとする記述が必要である。
このようなソフトのデータ解析は，索点データセットを対象としている。索点がない場合に
必要な統計量は，平均ベクトル m と分散・共分散行列ごである。これらを次のようなモーメン
ト行列 M として，たとえば， McArdle(1986, 1988)や Meredith& Tisak (1990)などのよ
うに，モデルの数理的な説明がおこなわれてきた。
M=  [ .I, ↑ ] (20) 
m 
SEMソフトによっては，各観測変数の平均と標準偏差そじて相関行列から，このモーメント行
列を構成して解析をおこなうこともできる。なお，索点のデータを入力の対象としている場合，
欠損値の最尤推定をモデル化することも Amosや Mxでは，可能である（たとえば， Duncan,
Duncan & Li (1998), McArdle (1998)など）。
このような統計量を入カデータとすることは， (1)式をモデルとしていることからもあきらか
ではあるが，ここでは，成長現象の説明という観点から，共分散の意味について， もう少し説
明を加えてみたい。
すべての測定機会について，各変数の標準偏差（分散）が等しければ，これらの間の相関係
数と共分散の値は同値となる。発達現象では，一般的に，このような分散の大きさが異なるこ
とがおおい。個人間差のばらつき，すなわち，変数の分散は，時間経過の中で変動すると仮定
することの方が自然である。分散・共分散行列をデータ解析の対象とすることで，測定機会間
での個人間差のばらつきを変動するものとしてモデル化することができるわけである。すなわ
ち，相関行列からの伝統的な因子分析モデルとは異なり， SEMでは，このように変化に関係す
るパラメータとして分散に関する統計量を拘束することで，観測機会ごとの分散の大きさを研
究の興味の対象とすることができるわけである。そして，この分散・共分散に加えて，平均の
変化もモデルに組み込むには，たとえば， McArdle& Aber(1990)や Meredith& Tisak (1990) 
が数理的に詳しく展開しているように，分散・共分散行列と平均ベクトルとを含む積和行列あ
るいはモーメント行列を対象としなければならいわけである。各種の SEMソフトでは，索点か
らのデータ入力で，このような問題の解析をおこなうことができる。あるいは，平均・標準偏
差・相関行列または平均・共分散行列といった統計量を入力することによっても LGMを解析の
対象とすることができる。
なお， Amos以外での解析に関して，次のような資料が参考となるので簡単に紹介しておきた
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い。 LISRELやMxについては， McArdleがFTPサーバーでそれらのスクリプトや解析で使
用したデータも提供している (McArdle& Hamagami, 1996)。LISRELについては， Willett
& Sayer (1996)や Raykov(1997b)も掲載している。 EQSについは， Duncan& Duncan (1994) 
やDunn,Everitt & Pickles (1993)がこのソフトによる解析方法を解説している。最新の SEM
ソフトである Mplus(Muthen & Muthen, 1998)には， LGM用の記述体系があらかじめ準備さ
れている。
1.4 LGMの多母集団同時分析モデル
この LGMには， SEMの多母集団同時分析の考え方をそのまま適用することができる。ここ
では，まず， T回の繰り返しを発達の時期あるいは調査時点での学年を同じとする 2つの標本
を対象として調査したとして，それらの標本の素点ベクトルを y<lとy<2)と表す。ここでは， (1)
式をそれぞれの集団について，
y<•>=Aa炉+u<l)
y<2>=Aa炉 +u<2>
~1) 
とする。この 2つの標本の同時分析をおこなうためには，この標本間いくつかのパラメータの
拘束が必要となる。その 1つは， 2つの標本の因子パターン行列 Aaを同一とするものである。
この条件がLGMで必須であるのは，同じ時系列の同年齢（あるいは同時点）において測定がお
こなわれたことを前提としているからである。次に，因子得点について， 2つの集団の平均を
同じとする拘束が必要である。この平均を同じ，すなわち
E (f(l) =E (f<2l) 四
とするのは， 2つの標本において因子得点の 1次関数のレベルと傾斜とをそろえるためである。
この 2つの標本の因子についての分散・共分散行列を (P(l)と@<2)とすると，これらが同値で
あるすなわち <JJll=@(2)という拘束を挿入することもできる。そして，独自性あるいは誤差につ
いても同様に ,po>=,p<2>のような拘束を挿入することもできる。もしこの 2つの拘束を入れた
推定の当てはまりがよければ， 2つの標本が同一の発達機能のもとにあることを検証できたこ
とになるわけである。
SEMの解析ソフトでは， (19)式の形式で，モデルの記述をおこなう。上で述ぺたように， LGM
では，観測変数の切片は取り扱わないので， Amosのような解析ソフトでは， μ=Oとし，因子
得点の平均は各標本内では自由推定としながら，標本間では同値なる拘束が必要となる。この
点が，狩野 (1997)が解説しているような SEMの多母集団同時分析の一般的な手順と異なる。
この 2つの標本の他に，測定機会が部分的に重なる別な標本を同時に分析する方法について
考えてみよう。ここでは，先の~1)式で定義した 2 つの標本の測定機会を便宜的に1,2,3,4 とし，
新しい第 3番目の標本の測定機会が， 2,4,5であったとしてみる。 (1)と(2)の2つの標本の観測機
会は 4であり， (3)の観測機会は 3である。すなわち，これらの 3つの標本は，いずれも観測機
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会の 1から 5をみたしていないある種の不完全コーホート・データであるといえる。
この第 3番目の標本の因子パターン行列を Abとするとこれらの因子パターン行列は次のよ
うに書くことができる。
~~; I l 1・A,{: l (23) 
そして．第 3番目の標本の素点ベクトルを y炉とすると
y<1>=Aa秒十 U(l)
y<2>=Aa炉 +u<2>
y<3>=Ab炉 +u<a>
これら 3 つについて， ~1)式で 2 つの標本の同時分析として上の述べたのような手続きで，因子
得点の平均を同じとする拘束をおこなえば，不完全コーホートの多母集団同時分析が可能とな
(24) 
る。この解析でも，識別可能な範囲で，因子の分散・共分散行列や独自性の分散についての拘
束は，上で述べたようにおこなうことができる。
なお，このような不完全コーホート・データについは， Duncan& Duncan (1995), Duncan 
et al. (1998), Duncan, Duncan & Stoolmiller (1994), McArdle & Anderson (1990), McArdle 
& Hamagami (1991, 1992, 1996)や Muthen(1996)などが検討をこなっている。
1.5 多変数 LGMと多母集団同時モデルヘの拡張
ここまでは， 1つの発達を測定する変数の LGMモデルについて説明してきた。次に， 2つの
独立した変数が，同様の縦断データとして T回の測定から得られている場合について考えてみ
たい。観測変数の索点ペクトルをここでは，この 2つの変数について， y,とY2と表す。そして，
y;,,= [y; yn とする。
ここでは，測定機会を 3回(T=3)として，そして， s,= 1,5.i =2, $i =3として， 1つの変
数の因子パターン行列を定義してみると，これまでと同様に次のように書くことができる。
、
、1
2
3
 
1
1
1
 
,
'
 
＝
 
A
 
(25) 
2つの変数を(1)式に組み込む際には，この超行列を次のように定義すればよい。
A.~[; : l ~6) 
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ここで， 0は3行2列のゼロからなる行列である。以上から，多変数成長線モデルは；
Yw=Awf. 叶 Uw
と表すことができる。この式の因子得点の平均は，
E(fw) = 
m1L 
m,s 
1naL 
加 s
(2り
(28) 
である。一般的な因子分析の仮定と同じく， 2XT個の各独自性得点の平均についてはゼロ，
すなわち,E (uw) =Oとし，共通因子と独自因子とは独立しているものとして，これらの間の共
分散は．ゼロと仮定する。すなわち， Cov(fwU:O) = 0 とする。
次に．独自因子間の分散・共分散行列については， (5)式と同じく共分散がゼロとして．分散
のみからなる対角行列とおくことが一般的であろう。ただし， 2つの系列に測定変数間に道具
的な誤差が混入している場合には．これらの間に共分散を仮定することもできる。ここでは．
測定機会を 3回 (T=3) としているので．
E (UwU:0) = 
2 
<t1e1 
0 t1fe2 
0 0 t1fe3 
<f21e1 0 0 <f~el 
0 <f21e2 0 0 tf~e2 
0 0 <121四 0 0 <f~ea 
(29) 
と表してみることにする。この式の <f21e1は，変数2と変数 1の第 1回目の測定の独自性間の共
分散であり，同じく C121e2は第 2回の独自性共分散， C121e3は第 3回の独自性共分散である。
なお，この行列は対称行列であるので，上三角は省略している。
レベル因子と傾斜因子の分散・共分散行列は，
叶L <f1L1S <f1S2L <f1L2S 
E(fwf:O) = 
<f1s1L 叶s <f1s2L <11s2s 
<f2LIL <f2L1S <f~L <f2L2S 
(30) 
<f2S1L <f2S1S <f2S2L <f命
と表すことができる。そして，各共分散は， (7)式によって相関係数に変換することができる。
ここでは，多変数成長モデルを， 2変数で展開してきたが，一般的には， n変数にまで拡大する
ことは可能である。
このモデルについては， Curran,Stice & Chassin (1997), Duncan & Duncan (1994), Duncan 
& Duncan (1995), Ge et al (1994), MacCallum et al (1997), Raykov (1997a), Tisak & Meredith 
-16-
潜在成長モデルによる進路成熟の解析（清水）
(1990), Willett & Sayer (1996)などが，検討をおこなっている。これらの研究の中で，たと
えば， Duncan& Duncan (1994)は，アルコール，タバコ，マリファナの 3種について，それ
らの使用量の増大傾向を 5回の縦断データで解析し，この 3種についての各レベル因子と傾斜
因子との相関係数から，これらが同じ様な盤的増加傾向を示すことを報告している。このよう
に，この多変数成長モデルからは，複数の成長線の相互的な関係を評価することができるわけ
である。
この多変数成長モデルに1.4の多母集団同時分析のモデルヘと拡張することは簡単である。(21)
式において， y樹や y堕と 2つの標本からの 2つの観測変数の索点をおけば，何の変更も加えず
に，多母集団同時分析が可能となることは明らかである（たとえば， Duncan,Duncan, Alpert, 
Hops, Stoolmiller, Muthen (1997), Raykov (1997a,b), McArdle & Anderson (1990)など）。
そして'(24)式において，測定機会が部分的に重なる別な標本の 2つの観測変数の索点ベクト
ルを y<~如とおけば，多変数による発達線を不完全コーホートの多母集団同時分析で解析するこ
とができるわけである。
本稿で解析の対象とする 2つの不完全コーホートのデータには，次に述べるように，「教育的
進路成熟」と「職業的進路成熟」の 2つの変数が含まれている。そこで，ここで検討してきた
各種の LGMをこのデータに順次適用しながら，最終的には，複雑な多変数・多母集団同時モデ
ルを解析の対象とし，各モデルから見えてくるものが何かを検討してみたい。
2. 進路成熟の測定とコーホート・データ
2. 1 調査対象
縦断的な進路発達の総合的な調査を，愛知県 T市内の公立中学の全校生徒を対象として，
1988年12月， 1989年 6月， 1989年12月， 1990年12月の 4回にわたっておこなっている。この調
査には，学校の全面的な協力により，進路発達や進路不決断そして状態ー特性不安など数多く
の尺度や項目を含めることができた。なお，坂柳 (1992), 坂柳• 清水 (1990), 清水 (1989a,
1989b, 1990, 1997a, 1997b, 1998), Shimizu (1998), 清水・坂柳 (1991) において， このデ
ータについての報告をおこなってきている。
今回の分析では，この 4回の進路発達の縦断調査データから，調査開始時点 (1988年12月）
で 1年生であった男子生徒 (N=llO) と女子生徒 (N=95), そして 2年生であった男子生徒
(N = 131) と女子生徒 (N=l39) とを対象として，「教育的進路成熟尺度」と「職業的進路成
熟尺度」とを取り上げて，進路成熟の発達の様相を LGMによって解析してみることにする。こ
のデータについて，先にも述べたが，入学年次にあわせて， 1年生からのデータをコーホート
88と呼ぴ， 2年生からのデータをコーホート 87と呼ぶことにする。なお，坂柳 (1992) は，コ
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ーホート 88の 1年生からの 1年間隔のデータを対象として， 3年間の縦断的な探索的因子分析
結果を報告している。
2.2 測定尺度
キャリア成熟 (careermaturity)は，職業的発達の研究領域において，独自に使用されてき
た用語である。これに関係する用語には，職業的発達 (vocationaldevelopment)や進路発達
（キャリア発達： career development)がある。職業的発達とは，労働に関連するすべての側
面を包括的に説明する概念であった。職業に就く前と後の職業に関連した行動を包含するもの
として，次に，キャリア発達 (careerdevelopment)が提案された。
広井・中西 (1978) あるいは坂柳 (1991)が詳しく紹介しているように，これらの概念につ
いての理論的探求とこの概念を操作的に取り扱うための研究が， Superによっておこなわれて
きた。彼は，職業的な成熟という概念を，歴年齢にもとづく生活段階と関連させ，その発達の
程度を発達課題への取り組みの程度から，職業的成熟指数 (vocationalmaturity quotient)と
して測定することを提案している (Super,1957)。職業的生活段階と歴年齢との比として，知
能の IQのように，職業的発達の程度を指数形式で評価することを提案したわけである。
Crites (1961)は， Superの提案を実現する可能性を，「選択への関心」が年齢とともに高ま
り，職業計画の遂行へと向かうとすると，このような変数の測定から得られる得点が IQのよう
に年齢とのある種の関数として表すことができるのではないかと論じている。そして， Crites
は， 1973年に，アメリカで1970年代から取り組まれてきた学校教育におけるキャリア教育との
関係や職業の世界への準備状態 (readiness)をも包含する意味で，キャリア成熟という用語と
これを測定する尺度 CMI(Career Maturity Inventory)を刊行している（広井・中西， 1978)。
Superによるキャリア発達とその測定の概念としてのキャリア成熟のアイデアは，キャリア
行動の発達研究に大きな影響を与えてきた。知能の測定における成果と比較すると， しかしな
がら，キャリア発達を指数形式で評価する方法が実現したとはいえない。文化的・社会的文脈
との相互作用のなかでの職業的行動の発達過程には，あまりにも多様な変数が関係しているた
めに，安定性が高く一般因子によってその多くの分散が説明できる知能のようには，ことは単
純ではない。 Vondracek,Lerner & Schulenberg (1986)が文脈主義の観点から生涯キャリア発
達について論じているように，たとえば 経済的状態や教育制度などのよ‘なマクロ ‘ ノスア
ムにおける変動は，個人の職業生活への準備段階や職業生活段階そして退職後生活段階にも大
きく影響するわけである。キャリア発達のモデルは，生涯発達をカバーすることによって，た
とえばSuper(1990)のキャリア・レインポー・モデルのように包括的になりすぎて，実証的あ
るいは操作的な研究の範囲に収まらなくなってきたのではないだろうか。
キャリア発達の理論的拡大は，操作的な概念としてのキャリア成熟を実証的に取り扱うこと
を困難なものとしている。職業生活に入る前の学校教育課程では，成人のキャリア生活と比ぺ
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て，職業に就くための準備段階にあり，それほど複雑なモデルを構築する必要はない。実際に
多くのキャリア発達検査は，学校の生徒を対象として作成されてきた。たとえば，先に述べた
CMIは，これの改訂版のマニュアル (Crites,1978)によれで，横断的調査方法と縦断的調査方
法とを組み合わせたサンプリング計画のもとで第 5学年（小学校 5年）から第12学年（高校 3
年）までデータを収集し，学年とともに肯定的反応が高まる項目から尺度を構成したと報告し
ている。同様な測定を目的として， Super,Thompson, Lindeman, Jordaan & Myers (1981)が
CDI (Career Development Inventory)を提案している。その後もこのような進路成熟を測定
するために，数多くの尺度が提案されている (Levinson,Ohler, Caswell & Kiewra, 1998)。わ
が国においても， CMIやCDIの影響の下で，中西 (1976)がキャリア成熟を測定するための尺
度を提案している。
坂柳•竹内 (1986) は，「キャリア」という用語を使わず，「進路」を使用している。これは，
学校教育段階にある生徒を対象としていること，そして，進路選択の課題を上級学校への進学
課題と将来の職業選択課題の 2つを分離して取り扱うためである。本稿が対象とする縦断デー
タの調査では，この考え方に従って，調査項目の作成をおこなっている。そこで，以下のこの
データの説明においては，「キャリア」ではなく，「進路」という言葉を使用することにする。
進路成熟の程度を評価するための測定の条件は，発達段階に対応する得点の変動を得ること
である。 Crites(1978)は，項目特性を学年との関数として特定する方法を上で紹介したデータ
に適用して CMIを作成している。一般的には，これまで作成されてきたキャリア成熟について
の尺度の構成では， しかしながら，横断的に複数の学年の生徒を対象として収集した標本から
項目分析あるいは因子分析によって尺度を構成することの方が多く，尺度についての信頼性の
報告も a係数や 2回の再検査信頼性にとどまっているようである (Levinsonet al., 1998)。
これまでのわが国のこの分野で，学校教育課程の生徒を対象として，中西 (1976) は，進路
選択に関する自発性，独立性，計画性について 2件法の30項目から進路成熟尺度を構成してい
る。坂柳• 竹内 (1986) も，進路選択課題に対する自律性，計画性，関心性に関して15個の側
面を．それそれ成熟傾向と未成熟傾向の表現の 3項目を選択肢とし，「教育的進路」と「職業的
進路」の 2つの進路選択課題について測定することを試みている。これらの尺度について．中
西 (1976)や坂柳・竹内 (1986) は．横断的なデータで，年齢あるいは学年とともに，進路成
熟の得点が高くなる傾向を報告している。
清水・坂柳 (1988)では．この「教育的進路」と「職業的進路」の 2つの進路選択課題につ
いて，それぞれ自律性，計画性，関心性の 3つの領域に対する 5件法の15項目（各領域 5項目）
を坂柳• 竹内 (1986) を参考にして作成することによって「教育的進路成熟尺度」と「職業的
進路成熟尺度」を構成し，高校生を対象とした研究をおこなっている。この横断的調査から得
られた高校生の 3学年データでは．学年とともに， 2つの尺度得点が，統計的に有意に高くな
る傾向を報告している。そして．これらの尺度の信頼性について．この 3学年全体の男女別の
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データから，「教育的進路成熟尺度」 a係数が， .920(男子）と .936(女子）で，「職業的進路成
熟尺度」の a係数が， .946(男子）と .947(女子）であったことも報告している。
この清水・坂柳 (1988)の結果を踏まえて，この 2つの尺度を，中学生を対象とした進路成
熟測定尺度とした。なお，この 2つの尺度を作成する際には，まず進学や上級学校を対象とし
て「教育的進路成熟」についての項目を自律性，計画性，関心性の 3つの領域を想定しながら
作成し，次に進路課題の対象を将来の職業の選択やそれに向かっての準備として「職業的進路
成熟」の項目を作成した。このように作成した項目であるために，この 2つの尺度の間には，
質問の表現内容が似通ったものとなり，ある意味での道具的な共分散が混入するものとなった
(Appendix 1参照）。
これらの項目の回答選択肢は，「 5: よくあてはまる」「 4: ややあてはまる」「 3: どちらと
もいえない」「 2: ややあてはまらない」「 1: まったくあてはまらない」の 5件法である。尺
度得点は，それぞれ5件法X15項目であるので， 15点から75点となる。なお，今回の分析では，
この尺度得点を項目数で割り， 1点から 5点の分布へと変換した得点を使用する。なお，坂柳
(1992)は，コーホート88のデータから，これらの尺度の信頼性 (a)係数が，最大.948から最
小.774であることを報告している。
2. 3 2つの不完全コーホート・データの基本的統計量
コーホート88の 1年生からの縦断データの男女別統計量が表1-1であり，コーホート87の2年
生からの統計量が表1-2である。これらの表の各標本の相関係数行列（上三角）からわかること
は，この 2つの尺度はそれほど明確な Simplex構造を示してはいない，ということである。そ
して，隣り合った測定機会間の相関係数よりも，同じ測定機会の「教育的進路成熟」尺度と「職
業的進路成熟」尺度の相関係数の方が高い値となったことである。項目表現による道具的な共
分散がこのような結果をもたらしたといえそうである。
各尺度の平均値の変動は，一貫した傾向を示した。 2つの表の 4種類の平均の値は，学年と
ともに高くなる。この傾向をより明確によみとるために，これらの平均値をグラフであらわし
たものが図1-1の「教育的進路成熟」と図1-2の「職業的進路成熟」である。
「教育的進路成熟」の男子の平均値は， 1年生の12月から 3年生の12月にかけてほぽ直線を
書けそうな傾向を示しているが，女子では， 2年生の12月の値が，コーホート88では，低くな
り，コーホート87が，この低い値からはじまるような傾向を示している。 1年から 2年の 6月
にかけての線と 2年の12月から 3年の12月にかけての線とが，別なもののようにも見える。「職
業的進路成熟」の図1-2では， 2年生の12月において男女の傾向が大きく離れたものとなった。
これらの図全体を見ると，それぞれの図において， 1年生の12月から 3年生の12月にかけて
直線を引けそうではあるが，この索点からの平均値では，これ以上の言及はできない。 LGMを
このデータに適用することによって，この 2つの図にそれぞれ直線を描くことができるかどう
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表1-1 コーホート88の男女生徒の分散（対角線），共分散（下三角），相関係数（上三角）と平均・標準偏値
教育的進路成熟 職業的進路成熟
男子 1年12月 2年 6月 2年12月 3年12月 1年12月 2年 6月 2年12月 3年12月
1年12月 (eml) 0.415 0.630 0.505 0.402 0. 718 0.540 0.380 0.287 
2年 6月 (em2) 0.264 0.424 0.683 0.520 0.494 0. 790 0.561 0.351 
2年12月 (em3) 0.215 0.294 0.437 0.426 0.350 0.588 0. 730 0.387 
3年12月 (em5) 0. 149 0. 195 0. 163 0.333 0.441 0.471 0. 431 0.641 
1年12月 (vml) 0.348 0.242 0. 174 0. 192 0.567 0.439 0.337 0.353 
2年 6月 (vm2) 0.274 0.406 0.307 0.214 0.261 0.622 0.651 0.384 
2年12月 (vm3) 0. 174 0.259 0.343 0. 176 0. 180 0.365 0.504 0.494 
3年12月 (vm5) 0. 132 0. 164 0. 183 0.265 0. 190 0. 217 0.251 0.513 
平均 2.221 2.423 2.542 2.878 2.286 2.388 2. 585 2.685 
標準偏差 0.644 0.651 0.661 0.577 0. 753 0. 789 0.710 0. 716 
女子 1年12月 2年 6月 2年12月 3年12月 1年12月 2年 6月 2年12月 3年12月
1年12月 (eml) 0.288 0.263 0.433 0.289 0.649 0.264 0.263 0.258 
2年 6月 (em2) 0.071 0.255 0.515 0.481 0.372 0.685 0.482 0.381 
2年12月 (em3) 0. 134 0. 150 0.331 0.649 0.488 0.573 0. 723 0.539 
3年12月 (em5) 0.089 0. 140 0.216 0.333 0.405 0.456 0.597 0.648 
1年12月 (vml) 0.206 0. 111 0. 166 0. 138 0.350 0.484 0.399 0.416 
2年 6月 (vm2) 0.090 0.220 0.210 0. 167 0. 182 0. 404 0.621 0.520 
2年12月 (vm3) 0.088 0. 153 0.261 0.216 0. 148 0.248 0.394 0.673 
3年12月 (vm5) 0.093 0. 129 0.209 0.252 0. 166 0.223 0.285 0.453 
平均 2.283 2.462 2.439 2.875 2.307 2.403 2.438 2.555 
標準偏差 0.537 0.505 0.575 0.577 0.592 0.636 0.628 0.673 
｀ 
. - ~・ ...... ―..、. • -・ ・-書 ． O ●● 量
vmlからvm5は、職業的進路成熟のAmosで分析する際に使用する変数名である。
表1-2 コーホート87の男女生徒の分散（対角線），共分散（下三角），相関係数（上三角）と平均・標準偏値
教育的進路成熟 職業的進路成熟
男子2年より 2年12月 3年 6月 3年12月 2年12月 3年 6月 3年12月
2年12月 (em3) 0.316 0.522 0.416 0.542 0.380 0.279 
3年 6月 (em4) 0. 136 0.214 0. 541 0. 331 0.551 0.403 
3年12月 (em5) 0. 117 0. 125 0.250 0.225 0.413 0.507 
2年12月 (vm3) 0. 194 0.098 0.072 0.406 0.382 0.367 
3年 6月 (vm4) 0. 117 0. 139 0. 113 0. 133 0.297 0.616 
3年12月 (vm5) 0.099 0. 118 0. 161 0. 149 0.213 0.403 
平均 2.576 2.683 2. 971 2.507 2.574 2.662 
標準偏差 0.562 0.463 0.500 0.637 0.545 0.635 
女子年より 2年後期 3年前期 3年後期 2年後期 3年前期 3年後期
2年12月 (em3) 0.342 0.610 0.413 0.629 0.343 0.394 
3年 6月 (em4) 0. 193 0.294 0.538 0.415 0.482 0.380 
3年12月 (em5) 0. 140 0. 169 0.334 0.247 0.341 0.491 
2年12月 (vm3) 0.249 0. 152 0.097 0.457 0.535 0.542 
3年 6月 (vm4) 0. 126 0. 164 0. 124 0.228 0.397 0.518 
3年12月 (vm5) 0. 148 0. 132 0. 182 0.235 0. 210 0.412 
平均 2.459 2. 733 3.013 2. 364 2.624 2. 790 
標準偏差 0.585 0.542 0.578 0.676 0.630 0.642 
ヽ~ ＾皇~ ,. •-直一 皿~......L.L. ~u. nh  I¥. .Lr-..l.-- ffllflP I -、-l'T'I ....1..- —且.,_ ., 口鼻 ~-
vm3からvm5は、職業的進路成熟のAmosで分析する際に使用する変数名である。
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2.2 2.2 
2.1 2.1 
1年12月 2年6月 2年12月 3年6月 3年12月 1年12月 2年6月 2年12月 3年6月 3年12月
図1-1 教育的進路成熟尺度の平均値 図1-2 職業的進路成熟尺度の平均値
かを，次に検討してみることにする。
3. 進路発達への LGMの適用
3.0 LGMでの解析について
解析の対象とする調査は，これまでにも述べてきたように，コーホート88では， 1年12月，
2年 6月， 2年12月， 3年12月の 4回，コーホート87では， 2年12月， 3年 6月， 3年12月の
3回おこなったものである。これらをあわせると，図1-1や図1-2において示したように，半年
間隔の 5回を不完全に調査したとも考えることができる。そこで， LGMの解析モデルでは，こ
の5回について，因子パターン行列の傾斜因子に，学年に月を 6月は 0,12月は0.5として加え，
1.5からはじめて3.5を入れることにする。
コーホート 88の因子パターン行列を Assとし，コーホート 87の因子パターン行列を As1とす
るとこれらは次のように定義することにする。
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~,-[: :] (31) 
本稿では， Amos3. 6 (Arbuckle, 1997)を使用して，単純な分析から，順に複雑な組み合わ
せの分析を試みてみることにする。この解析では，単純な解析モデルは AmosGraphicsで描
き，複雑なモデルは AmosTextで記述した。先にも述べたように， LGMは，観測変数の切片
を含まない SEMモデルである。レベルや傾斜の平均値を求めるために，因子得点の平均を推定
することを AmosGraphicsで指示すると，狩野 (1997)が書いているように，自動的に観測変
数の切片も推定パラメータとなる。 LGMをこのソフトで解析するには，この観測変数のすべて
の切片をゼロ固定する必要がある。 AmosTextでは， LGMの理論式をそのまま記述するか，
切片の項にゼロを入れて，解の推定をおこなうことができる。
3. 1 個別標本の LGM解析
図1-1と図1-2にあらわれた個別の標本の特徴をできるだけ反映させるために，ここでは，「教
育的進路成熟」尺度と「職業的進路成熟」尺度とを独立に，そして各コーホートの男女別に解
析をおこなった。図2-1は，コーホート88の「教育的進路成熟」を解析するための AmosGraphics 
によるパス図である。この図の eLは，レベル因子得点であり， emLは因子の平均， evLは因
子の分散である。 eSは傾斜因子の因子得点であり， emsは因子の平均， evSは因子の分散であ
る。この 2つの因子得点間の共分散のラペル名は covLSとした。 eelから ee5は，独自性因子得
点であり， velから ve5はそれぞれの分散である。観測変数の変数名は， emlが 1年12月， em2
が2年6月， em3が2年12月， em5が3年12月の尺度得点のことである。同じコーホートの「職
業的進路成熟」では，得点名の小文字の eをvとしてしているだけなのでここでは図は省略す
る。そして，男子生徒と女子生徒の解析では，入力するデータセット名の変更で済むので，こ
れも省略している。
コーホート87の場合には，図2-2に示したように，観測変数の変数名は， em3が2年12月， em4
が3年6月， em5が3年12月である。他の得点の変数名や平均・分散のなどの変数名は，上のコ
ーホート88と同じ原則で付けているので，ここでは，詳しい説明は省略する。
この個別 LGM解析では，各集団ごとに 2つの下位モデルを検討してみた。 1つは，図2-1や
図2-2であり，これを「拘束なし」モデルとする。もう 1つは，それぞれの独自性の分散を同じ
とするモデルであり，「等独自性」モデルとする。表1-1や表1-2に示したように，観測変数の分
散（あるいは標準偏差）の値は，各標本内では，平均の変動が測定時期によって変動した。そ
こで，モデルの拘束をより強めた仮定が成り立つのかどうかを検討するためにこの仮定を置い
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covLS covLS 
図2-1 コーホート88教育進路成熟の 1標本の 図2-2 コーホート87教育的進路成熟の 1標本の
LGMモデル LGMモデル
表2-1 教育的進路成熟尺度の 4標本の個別 LGM解析結果
レペル因子 傾斜因子 因子l 独自性の分散 カモイデル適合度
教育的進路成熟尺度 モデル 平均 分散 平均 分散 共分散相関係数 1年12月 2年6月 2年12月 3年6月 3年12月 2乗自由度 p RMSEA 
,-i← f88 男子 拘束なし 1.761 0.492 0.319 0.016 -0. 075 -0. 845 0. 188 0. 120 0. 198 --- 0. 197 11.109 5 0.049 0. 106 
等独自性 I. 752 o. 501 o. 322 o. 024 -0. 088 -0. 803 0, 172 0. 172 0. 172 --- 0.172 15. 268 8 0.054 0.091 
,-*ーf88 女子 拘束なし I 804 0 220 0.303 0.051 -0. 078 -0. 736 0. 194 0 157 0. 164 --- 0 038 17 663 5 0.003 0. 164 
等独自性 I 843 0. 133 o. 283 0. 022 ・O. 026・O. 481 o. 158 0 158 0. 158 --- 0. 158 24 990 8 0.002 0. 150 
9一本一卜87 男子 拘束なし 1.507 0.541 0. 409 0. 039 -0. 128 -0. 881 - -- 0. 170 0. 088 0. 123 6. 757 I 0.009 0. 210 
等独自性 I 557 I. 342 o. 395 0. 117 ・O. 377・O. 951 - 0. 107 0. 107 0. I 07 9. 482 3 0.024 0. 129 
,-, ート87 女子 拘束なし I 075 I 815 0. 554 0. 165 -0. 520 -0. 950 - 0. 095 0. 113 0. 136 0.008 I 0.929 0.000 
等独自性 I. 074 I. 770 0. 554 0. 169 -o 518 -0. 947 - -- 0. 114 0. 114 o. 114 0. 885 3 0 829 0.000 
表2-2 職業的進路成熟尺度の 4標本の個別 LGM解析結果
レペル因子• 傾斜因子 因子問 独自性の分散 モデル適合度
職業的進路成熟尺度 モデル 平均 分散 平均 分散 共分散相関係数 1年12月 2年6月 2年12月 3年6月 3年12月 カイ 2乗自由度 p RMSEA 
,-~-f88 男子 拘束なし 2. 012 0. 437 0 202 0, 026 -0. 068 -0. 638 0, 372 o. 288 0, 224 --- 0.275 19. 734 5 0.001 0.164 
等独自性 2. 000 O. 5IO o. 205 0. 035 -0. 096 -0. 719 0. 285 0. 285 0. 285 --- 0.285 23. 085 8 0 003 0. 132 
3ー＄ート88 女子 拘束なし 2. 147 0. 292 0. 111 0.048 -0. 073 -0. 617 0. 191 0 181 0. 148 --- 0 094 6. 468 5 0.263 0.056 
等独自性 2 144 0. 272 0.118 0.036 -0. 054 -0. 546 0. 166 0. 166 0 166 --- 0.166 10 464 8 0.234 0 057 
9ーよート87 男子 拘束なし 2. 104 0. 565 0. 159 0. 097 -0. 21 I -0. 901 -- -- 0. 290 o. 124 0. 125 0.065 I 0.015 0.000 
等独自性 2. 117 I. 899 0. 155 o. 208 -0 598 -0. 951 ．彎 -- 0. 152 0 152 0. 152 10.526 3 0. 024 0. 139 
9一本ート87 女子 拘束なし I 320 -0 300 0. 425 -0 070 0. 191 -- -- 0. 239 0. 119 0. 230 
等独自性 I. 315 0. 384 0. 426 0. 004 -0. 032 -o. 816 --- -- 0. 198 0. l98 0. 198 1.601 3 0.659 0.000 
注： 3 ―*— f87女子の「拘束なし j のモデルは不適解となったので．相関係数とモデル適合度は提示していない，
てみたわけである。
「教育的進路成熟」についての解析結果（表2-1)を見てみると，コーホート87の女子のデー
タの適合度が完璧なものとなった。コーホート88の男子の適合度は，これに比べると低いが，
かなりよいといえよう。ただし， RMSEAの値については， 0.05より低い時には当てはまりが
よ<, 0.8よりも低い時には，何らかのモデルの改善点がある可能性があり， 0.1を越えるとき
には当てはまりが悪い，という基準がこの適合度指標の了解となっている (Browne& Cudeck, 
1993)。この基準からみても，コーホート87の女子以外の解のデータのモデルヘの当てはまりは
悪いと言わざるをえない。当てはまりは悪いが，これらの標本の 2つのモデルを比較ずると，
独自性を等しいと拘束した方が多少は当てはまりよいという結果でもあった。
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「職業的進路成熟」の解析結果（表2-2)では，コーホート87の女子の「拘束なし」の解を得
ることができなかった。表にあるように， 2つの因子の分散がマイナスの不適解となったので
ある。索点の平均値の図1-2を見ると，このデータは直線では，描けないようにも見える。しか
しながら，「等独自分散」のモデルでは，きわめてよい適合度を得ることができた。データの性
質が多少荒い場合に，この等独自性の拘束のような何らかの手がかりを与えれば，推定値が真
の構造へ近づくことを助けるのではないだろうか。
3.2 尺度別のコーホ＿卜の多母集団同時解析
「教育的進路成熟」尺度と「職業的進路成熟」尺度とを独立に， 2つのコーホートについて
男女の 4つの多母集団同時解析おこなった。この 2種類のコーホート・データの LGMでは， (31)
式に示したように異なる数の行（変数あるいは測定機会）から AaaとAa1が構成されている。こ
のような場合には， AmosGraphicsで，図2-1あるいは図2-2を混在させたこの 2つのコーホー
トを同時分析するためのパス図を描くことができない。そこで，この解析では， Amostextを
使用した。スクリプトの内容については， Appendix2にコメントをつけて掲載している。ここ
では，この内容に関して，基本的な部分だけを簡単に解説してみることにする。なお，ここで
の説明では， Amosでのスクリプトで記述した記号をそのまま使用している。
この解析モデルを構築するには，まず， ~1)式を (12)式の形式で記述する必要がある。次に， Amos
で実行可能なように，各変数の名称を付けなければならない。そこで，次のような原則でモデ
ルのパラメータ変数に名前とラベルとを付けた。 4つの標本を区別するためのコーホート88の
パラメータ変数には男子と女子を区別するために， mlとflをアンダーラインの後に付け，コー
ホート87では，それぞれm2とf2とした。 (12)式に相当する LGMのモデル記述では， eml=(O)+ 
(1) eL+ (l.5)eS+ (1) eel_mlのように固定パラメータは，括弧内で数値をいれて定義した。
この emlは，観測変数の変数名であり，右辺の最初の項の(0)は，切片をゼロとする指定であり，
(12)式の 2つの共通因子得点はiと/21)は，ここでは，それぞれeLとeSとした。独自性の因子
得点は，標本によって異なる推定値を得ることを想定して，標本を区別するための mlを付けた
わけである。このような式の記述を， 4つの標本についてそれぞれおこない，各因子の平均
(emL_ml, emS_ml)と分散 (evL_ml,evS_ml)にそして独自性の分散 (vel_mlから ve5
ml)に，括弧内で示したようにラベルを付け，モデル拘束が可能なようにした。なお，因子間
の共分散 (covLS_ml)にも同様にラベルを与えている。
この解析では，次のような各種のパラメータの拘束を組み合わせてみた (Appendix2参照）。
(a)上で示したモデル記述のままで， 4標本間に何の拘束も挿入しないモデル
(b) 2つの因子得点の平均をそれぞれ 4標本で同一とするモデル
(c) 4標本内での独自性の分散を同一とするモデル
(d)上の(c)に加えて， 2つの因子得点の平均を 4標本で同一とするモデル
(e) 4標本のすぺての独自性を同じとするモデル
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(f)上の(d)に加えて， 2つの因子得点の平均を 4標本で同一とするモデル
(a')上の(a)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(b')上の{b)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(c')上の(c)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(d')上の(d)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(e')上の(e)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(f')上の(f)に，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
この 2つのコーホートについての「教育的進路成熟」の LGM同時分析では，推定値の適合度
は，被験者の全体から算出されるために，カイ 2乗統計量の Pの値は，ゼロに近くなる。清水
(1989b, 1997a, 1997b)などにおいて指摘してきたように，カイ 2乗統計量が標本数の影響を
受けるからである。これに対して， RMSEAは，標本の数からの影響を受けない適合度指標と
して，広く受け入れられるようになってきた（たとえば，狩野 (1997)や豊田 (1998)など）。表
3-1-1から，今回検討した12種類のモデルの RMSEAの値は， 0.5を下回るところまではいって
はいないが，すべてにおいて，かなりよい適合度であるといえる。この12のモデルの中では，
(c)の「 4標本内での独自性の分散を同一とするモデル」の RMSEAの値が最も低く 0.053であ
り，またモデル間の比較の指標である AICでも最も低い値となっている。
表3-1-1 「教育的進路成熟」のコンホート同時分析の適合度
モデル カイ 2乗 自由度 p RMSEA AIC 
(a) 35.576 12 0.000 0. 065 103.576 
(b) 53.912 18 0.000 0.065 109.912 
(c) 50.679 22 0.000 0.053 98.679 
(d) 70.578 28 0.000 0.057 106. 578 
(e) 63.622 25 0.000 〇.057 105. 622 
(f) 83. 521 31 0.000 0.060 113. 521 
(a') 38.221 15 0.001 0.057 100.221 
(b') 57.815 21 0.000 0.061 107. 815 
(c') 64.440 25 0.000 0.058 106.440 
(d') 87.286 31 0.000 0.062 117. 286 
(e') 69.585 28 0.000 0.056 105. 585 
(f') 92.277 34 0.000 0.060 116. 277 
注： (a)から (f')のモデルの詳細は本文に掲載している。
表3-2-1 「職業的進路成熟」のコンホート同時分析の適合度
モデル カイ 2乗 自由度 p RMSEA AIC 
(a) 27.346 12 0.007 0.052 95.346 
(b) 50.495 18 0.000 0.062 106.495 
(c) 45. 704 22 0.002 0.048 93. 704 
(d) 68.642 28 0.000 0.056 104.642 
(e) 68.042 25 0.000 0.060 110.042 
(f) 90.980 31 0.000 0.064 120.980 
(a') 28.024 15 0.021 0.043 90.024 
(b') 50. 773 21 0.000 0.055 100. 773 
(c') 52.224 25 0.001 0.048 94.224 
(d') 75.009 31 0.000 0.055 105.009 
(e') 75. 700 28 0.000 0.060 111. 700 
(f') 96.685 34 0.000 0.063 120.685 
注： fa)から (f')のモデルの詳細は本文に掲載しているc
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モデル間の比較をしてみると，「因子間の共分散」の拘束をかけることによって，モデルの適
合度がわずかではあるがよくなったのは， (a)と(a'),(b)と(b')そして(e)と(e')においてみられた。
これらの組み合わせの中で， (a)と(a')と(b)と(b')とでは，独自性の分散を各標本内で同一とする
拘束をかけていないものであり， (e)と(e')は逆にすべての標本の独自性の分散を同じに拘束し
たものである。このような結果からいえることは， 3.1ではコーホート 87の女子においても指摘
したが，独自性の拘束が，真の構造へ推定での手がかりを与え，この独自性の拘束がない場合
には，因子間の共分散の拘束がそのような役割を果たすのではないだろうかということである。
表3-1-2は，適合度の最もよかった(c)と厳しい条件の拘束をかした(f)の推定値である。 (c)の場
合には，各標本の因子得点の平均が異なるために， (I防式で理論的な平均の推定値を計算しても，
4種類の異なった線となってしまう。この表では，コーホート87の女子の傾斜が大きく .554で
あった。なお，図 1でもこのデータの傾きは大きかった。このように，この(c)では， 4標本に
統一した進路発達の線を挿入することができない。一方， (b), (d), (f)の場合には，適合度が(c)
と比べて多少悪いが，因子得点の平均の拘束をしているので，潜在的に 1つの発達線を， 2つ
の独立した不完全コーホートにおいて，統一の線として得ることができたわけである。
「職業的進路成熟」の12種類のモデル推定では，上の結果とかなり異なる結果適合度（表3-
2-1)となり， (a), (b)そして(e)において，誤差分散がマイナスとなる不適解となった。この不適
解は，いずれにおいても， 4標本の中でコーホート 87の女子でだけみられた。しかしながら，
因子間の共分散が同一であるとする拘束を加えた (a'),(b')や(e')では，適切な解を推定するこ
とができた。「教育的進路成熟」との違いは，最も適合度がよかったのが， (a')であったことで
ある。次に適合度がよかったのが(c)であり， (c')も同じ程度であった。この拘束条件の組み合わ
せでは，全体的にみて，因子間共分散が同一であるとする拘束を加えた方が， よい結果となっ
t・ ~o 
表3-2-2は，適合の観点ではなく，表3-1-2の「教育的進路成熟」の結果と比較するために掲
載した。比較してわかることは，これらの 2つの領域の進路成熟は， 1年12月時点では，ほぼ
同じ様なレベルにあるが，傾斜因子の値を比較してもわかるように，「職業的進路成熟」の方が，
最終学年段階での理論的平均値の値が低い。
ここまででは，因子間の相関係数については，言及してこなかった。 3.1の個別 LGM解析の
結果では，標本ごとに測定モデルを構成する推定値は異なった値なり，比較がおこないにくい
からである。表3-1-2や表3-2-2の下段の(f)のモデルでは，因子の分散と共分散以外のパラメー
タは同値となるような拘束をおこなっているので，標本間の違いは，これらの統計量に反映さ
れることになる。 3.1の個別の分析でも，これらの表でも，レベル因子と傾斜因子との因子間相
関は負のかなり高い値となった。表3-1-2と表3-2-2とを比較すると，「教育的進路成熟」の方が
全体的にその傾向が強いようである。
このレベル因子と傾斜因子との相関をより明確に示すために，ここでは， (f')の拘束に加え
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て，各因子の分散も同じとして解を推定し，個人の因子得点も推定してみることにする。この
ように強い拘束をしたのは， 4つの標本の因子得点を 1つの図に布置させてみるためである。
このモデルでは，「教育的進路成熟」の適合度は（カイ 2乗=109.181, 自由度=40,P=0.000, 
RMSEA=0.061, AIC=121.181)であり，「職業的進路成熟」の適合度は（カイ 2乗=106.295,
自由度=40,P=0.000, RMSEA=0.059, AIC=118.295)であった。
パラメータの推定値は，「教育的進路成熟」では，レベル因子の平均が1.671で，分散が0.440,
傾斜因子の平均が0.354で分散が0.034であり，これらの共分散は一0.097で，相関係数は一 .670
で，独自性の分散はすべての変数で0.152であった。「職業的進路成熟」では，レベル因子の平
均が1.979で，分散が0.479,傾斜因子の平均が0.201で分散が0.042であり，これらの共分散は
-0.107で，相関係数は一 .741で，独自性の分散はすべての変数で0.212であった。 Amosによっ
て出力される因子得点を推定するための重み行列から，それぞれの因子得点の推定値を算出し，
作成した散布図が，図3-1(「教育的進路成熟」）と図3-2(「職業的進路成熟」）である。
これらの図からもわかるように，レベル因子と傾斜因子とが負の場合には，高いレベルにあ
る者は傾斜が緩やかで，低いレベルにある者は傾斜が急であるといえる。今回の 2つの不完全
コーホートでは， 1年次からの生徒と 2年次からの生徒とが調査対象者であった。調査開始時
点が 1年であれ， 2年であれ，これらの図のように個別の因子得点の推定値によって，個々の
生徒の進路発達の傾向を判定することができるわけである。生徒個人への進路指導としての介
入において，生徒の成熟の程度に応じて展開することが，このように個別の因子得点を評価シ
ステムに応用することによって可能となると考えることができる。
測定に使用した変数によっては，レベル因子と傾斜因子とが正の相関となることもあると想
像できる。この場合には，今回と逆に，高いレベルにある者は傾斜が急で，低いレベルにある
者は傾斜が緩やかであるといえる。このように，因子得点間の相関は，重要な情報をもたらし
てくれるわけである。
3.3 多変数・多母集団同時解析
「教育的進路成熟」と「職業的進路成熟」の測定項目は，表1-1や表2-1で検討したように，
質問表現による道具的な共分散が大きく混入している。同様の「教育的」と「職業的」の 2つ
の課題設定して構成された不決断尺度の SEMによる同時因子分析で，清水 (1989b)は，この
ような道具的な共分散を独自性間で指定したモデルの方が適合度がよいことを報告している。
ここでは，まず，多変数LGMを4つの個別標本ごとに解析してみた。 2つの成熟を同時にモ
デル化する場合にも，やはり '(29)式のように測定時期が同じ 2つの観測変数の独自性間に共分
散を仮定しなければならないようである。この設定をおかないと， 4つの標本において適切な
解が得られなかった。この設定をおいても，コーホート87の男子標本と女子標本においては，
4つの因子間の共分散 (30)式）が正則とはならい結果が出現した。
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コーホート88とコーホート87とを分けて，各コーホート内で多母集団同時分析を 2つの変数
を同時にモデル化したものに適用してみた。コーホート88では適切な解を得ることができたが，
コーホート87では，個別の場合と同様に， 4つの因子間の共分散が正則とはならなかった。
ここまでの多変数LGMの適用において，コーホート88では， 4回の繰り返しからデータが構
成されているからか， 3.1の個別分析や3.2の尺度別の結果に近い結果を得ることができた。し
かしながら， 3回の測定からなるコーホート87については，適用に失敗したと言わざるえない。
3回の測定のモデルでは， SEMの識別問題（たとえば，狩野 (1997),豊田 (1998)など）に
よって推定できなかったわけではない。これまでの分析でもこのコーホート87の特に女子標本
の問題点を指摘してきた。コーホート87だけの同時分析では，この標本に内在する何かに，解
の適切な推定が邪魔されたのではないだろうか。
そこで，最後に，この 2つのコーホートの同時分析，すなわち， 4標本の多変数・多母集団
同時分析を試みることによって 4標本に共通した成熟評価のための線を探求してみることにす
る。
この多変数・多母集団同時分析のモデルでは，コーホート88の男子と女子そしてコーホート
87の男子と女子を，それぞれを y<',y<2), y<3)そして y<4)と表し，このモデルを解析するための
式を展開しておくことにする。なお，各標本の変数ベクトルともに，「教育的進路成熟」の機会
ごとの得点ベクトルと「職業的進路成熟」の機会ごとの得点ベクトルとをそれぞれ， y憎 y<tと
すると，上の各標本の得点ベクトルは， y(q)'=[ y憚 y<例）である。
炉 =Aaaw凡 +u(l)
y<2>= Aaawf<2>+ u<2> 
y(3)= Aa1wf<3>+ u(3) 
y<4>=Aa1w和 +u<4J
この式の因子パターン行列は，それぞれ， (31)式とM式を組み合わせて表すと
知＝［。8 A:] , A81w= [。81A:] 
となる。これに， LGMについての仮定をいくつかおいてみることにする。
(32) 
(3) 
まず， (2)式のように因子の平均を 4標本において同じと仮定することができる。すなわち，
E ("f(I) = E (<2>) = E (f<3>) = E (f<4>) (34) 
である。なお， (34)式の 4つの因子得点の平均ベクトルの要索は，教育的進路成熟のレベル因子，
傾斜因子，職業的進路成熟のレベル因子，傾斜因子の順からなっている。次に， 3.2の(c)の仮定
は，一般的には， (5)式に戻って，各標本内で， <Y~1= <Y品＝…=<Y~r を教育的進路成熟と職業的進
路成熟のそれぞれの独自性に適用したものである。
＇ これらの仮定に加えて，このモデルの検討では， (29)式のように，教育的進路成熟の独自性と
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職業的進路成熟の独自性については，調査時期が同じ場合には， 4標本それぞれに共分散を仮
定している。そこで，これらを3.2で検討したモデルに対応させて書くと次のようになる。
(b") 因子得点の平均をそれぞれ4標本で同一とし，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
(c") 4標本内での独自性の分散を同一とし，因子得点間の共分散を 4標本で同一とするモデル
次に，この 2つの仮定 ((b")と(c"))に加えて， 3.2で図3-1や図3-2の因子得点の散布図を描く
ために置いた仮定と同じように， 4標本間で因子の分散と共分散とを同じとする仮定，すなわ
ち qJI)= qJ2) = qJ2) = qJ4)をおいてみた。
(g) 因子得点の平均をそれぞれ4標本で同一とし， 4標本内での独自性の分散を同ーとし，因子得点間の
共分散を 4標本で同一とし，さらに因子得点の分散も 4標本で同一とするモデル
ここでも，教育的進路成熟と職業的進路成熟の独自性の共分散は，標本ごとに自由推定として
いる。なお，これらのモデルの Amosスクリプトは， Appendix3に掲載している。
Amosで解析した結果， (b")モデルの適合度は（カイ 2乗=159.726, 自由度=86,P =0.000, 
RMSEA=0.043, AIC=271. 726)であり， (c")モデルの適合度は（カイ 2乗=151.518, 自由
度=82,P=0.000, RMSEA=0.042, AIC=271.518)であり， (g)モデルの適合度は（カイ 2乗＝
203.270, 自由度=106,P=0.000, RMSEA=0.044, AIC=275.270)であった。この 3つのモ
デルのカイ 2乗と自由度の比は， 2.0以下であり，全般的にこれまでの分析の中では適合度がよ
し‘
゜
最も適合度がよい (c")のモデルでは，表4-1-aに示したように，独自性間の相関係数は標本や
調査機会によって，かなり異なった値となった。これらの値についての検定統計量は，たとえ
ば，最も低い共分散0.038(相関係数では0.228)のC.R.が1.904であったように，ほとんどが有
意であった（狩野， 1997)。この共分散では，コーホート88では，男女ともに各調査機会とも同
じ様な値となったが，コーホート87では，ばらつきが見られた。
この (c")のモデルでは，因子間の共分散は各標本間で同一として解を推定したが，因子の分
散については，自由推定としている。表4-1-bの各標本の上三角の相関係数が，標本によって微
妙に異なった値となったのは，因子の分散の大きさが標本によって違うためである。共分散を
同一と拘束しているから，相関係数の方向は同じであり，ほぼ近似した値となっている。「教育
的進路成熟」と「職業的進路成熟」との間で，レベル因子と傾斜の因子は，それぞれの組み合
わせにおいて正の高い相関となった。レベル因子の方が高い傾向を示しているが，コーホート
87の女子だけは，逆の傾向を示している。ここで得られた各推定値から， 4標本の 1年12月か
ら3年12月までの平均値を(17)式で計算したものが表4-1-cである。この平均の理論値をみても
コーホート87の女子だけが，他の線とは異なった傾向を示している。
このような因子の平均に拘束をかけずに各標本において自由に推定させるモデルでは，標本
にある種の偏りが内在していると，それが結果に影響を与えるのかもしれない。もし，因子の
平均を標本間で同一とする拘束をかけた場合に適合度が極端に悪くなれば，同時分析の対象と
-32-
表
4
-
1
-
a
2
つ
の
コ
ー
ホ
ー
ト
の
教
育
的
進
路
成
熟
尺
度
・
職
業
的
進
路
成
熟
尺
度
に
つ
い
て
の
多
変
数
L
G
M
同
時
分
析
の
結
果
（
モ
デ
ル
(c
")
)
レ
ベ
ル
因
子
傾
斜
因
子
独
自
性
の
分
散
独
自
性
の
共
分
散
（
上
段
）
と
相
関
係
数
（
下
段
）
平
均
分
散
平
均
分
散
1
年
12
月
2
年
6
月
2
年
12
月
3
年
6
月
3
年
12
月
1
年
12
月
2
年
6
月
2
年
12
月
3
年
6
月
3
年
12
月
教
育
的
コー
ホー
ト
88
男
子
1. 
7
5
7
 
0
.
4
2
4
 
0
.
3
2
0
 
0
.
0
2
6
 
0.
 
17
2 
0.
 
17
2 
0.
 
17
2 
0.
 
17
2 
0. 
11
8 
0.
 
13
6 
0. 
12
2 
0.
 
10
4 
進
路
成
熟
コー
ホー
ト
8
8
女
子
I. 
8
4
3
 
0
.
3
3
5
 
0
.
2
8
3
 
0
.
0
3
4
 
0.
 
15
4 
0. 
15
4 
0.
 
15
4 
0.
 
15
4 
0
.
0
7
4
 
0
.
0
7
7
 
0.
07
1 
0
.
0
7
7
 
コー
ホー
ト
87
男
子
1. 
5
5
5
 
0
.
4
3
3
 
0
.
3
9
6
 
0
.
0
2
7
 
0.
 
12
8 
0.
 
12
8 
0.
 
12
8 
0
.
0
4
6
 
0
.
0
6
6
 
0.
05
1 
J
ーホ
ート
87
女
子
1. 
09
1 
0
.
4
3
0
 
0
.
5
4
8
 
0
.
0
3
0
 
0. 
14
5 
0. 
14
5 
0. 
14
5 
0
.
0
9
6
 
0
.
0
4
5
 
0
.
0
3
8
 
職
業
的
J
ーホ
ート
88
男
子
1. 
9
9
5
 
0
.
4
0
8
 
0
.
2
0
6
 
0
.
0
4
0
 
0
.
2
8
6
 
0
.
2
8
6
 
0
.
2
8
6
 
0
.
2
8
6
 
0
.
5
3
2
 
0
.
6
1
3
 
0
.
5
5
0
 
0
.
4
6
9
 
進
路
成
熟
J
ーポ
ート
88
女
子
2. 
14
5 
0
.
4
4
0
 
0.
 
11
8 
0
.
0
3
9
 
0.
 
16
6 
0.
 
16
6 
0.
 
16
6 
0.
 
16
6 
0
.
4
6
3
 
0
.
4
8
2
 
0
.
4
4
4
 
0
.
4
8
2
 
コー
ホー
ト
87
男
子
2.
 
12
4 
0.
42
1 
0.
 
15
3 
0
.
0
4
0
 
0.
 
18
9 
0. 
18
9 
0. 
18
9 
0
.
2
9
6
 
0
.
4
2
4
 
0
.
3
2
8
 
コー
ホー
ト
87
女
子
1. 
3
0
7
 
0
.
5
9
4
 
0
.
4
2
8
 
0
.
0
2
3
 
0.
 
19
2 
0. 
19
2 
0. 
19
2 
0
.
5
7
5
 
0
.
2
7
0
 
0
.
2
2
8
 
注
：
独
自
性
の
共
分
散
は
、
同
じ
測
定
機
会
の
教
育
的
進
路
成
熟
と
職
業
的
進
路
成
熟
の
間
で
推
定
し
た
も
の
で
あ
る
。
表
4
-
1
-
b
モ
デ
ル
(c
")
の
因
子
の
分
散
（
対
角
線
）
，
共
分
散
（
下
三
角
）
と
相
関
係
数
（
上
三
角
）
3
3
 
1
 
コー
ホー
ト
8
8
男
子
J
-ホ
ート
88
女
子
コー
ホー
ト
87
男
子
コー
ホー
ト
87
女
子
e
l
 
e
S
 
v
L
 
v
s
 
e
L
 
e
S
 
v
L
 
v
s
 
e
L
 
e
S
 
v
L
 
v
s
 
e
L
 
e
S
 
v
l
 
v
s
 
教
育
的
進
路
成
熟
レ
ベ
ル
因
子
e
L
0
.
4
2
4
 
-
0
.
8
1
9
 
0. 
8
0
8
 
-o.
 5
4
5
 
0.
 
3
5
5
 
-0
. 
7
8
3
 
0.
 
8
5
0
 
-0
. 
6
0
3
 
0.
 
4
3
3
 
-0
. 
7
9
5
 
0.
 
7
8
7
 
-0
. 
5
3
9
 
0. 
4
3
0
 
-0
. 
7
5
7
 
0.
66
1 
-0
. 
71
4 
教
育
的
進
路
成
熟
傾
き
因
子
e
S
 
-
0
.
0
8
6
 
0.
 
0
2
6
 
-0
. 
5
7
3
 
0
.
6
8
2
 
-
0
.
0
8
6
 
0. 
0
3
4
 
-0
. 
4
8
2
 
0
.
6
0
4
 
-
0
.
0
8
6
 
0. 
0
2
7
 
-0
. 
5
5
3
 
0. 
6
6
9
 
-
0
.
0
8
6
 
0.
 
0
3
0
 
-0
. 
44
2 
0
.
8
3
8
 
職
業
的
進
路
成
熟
レ
ベ
ル
因
子
v
L
0. 
3
3
6
 
-0
. 
0
5
9
 
0. 
4
0
8
 
-o.
 
7
3
6
 
0. 
3
3
6
 
-o.
 0
5
9
 
0. 
4
4
0
 
-0
. 
7
1
8
 
0. 
3
3
6
 
-0
. 
0
5
9
 
0. 
42
1 
-o.
 
7
2
4
 
0.
 
3
3
6
 
-0
. 
0
5
9
 
0.
59
4 
-0
.8
04
 
職
業
的
進
路
成
熟
傾
き
因
子
v
S
 
-
0
.
0
7
1
 
0. 
0
2
2
 
-0
. 
0
9
4
 
0
.
0
4
0
 
-
0
.
0
7
1
 
0.
 
0
2
2
 
-0
. 
0
9
4
 
0
.
0
3
9
 
-
0
.
0
7
1
 
0. 
0
2
2
 
-o.
 
0
9
4
 
0
.
0
4
0
 
-
0
.
0
7
1
 
0. 
0
2
2
 
-0
. 
09
4 
0.
02
3 
表
4
-
1
-
c
モ
デ
ル
(c
")
か
ら
推
定
し
た
理
論
的
平
均
値
平
均
の
理
論
的
推
定
値
1
年
12
月
2
年
6
月
2
年
12
月
3
年
6
月
3
年
12
月
教
育
的
コー
ホー
ト
88
男
子
2
.
2
3
7
 
2
.
3
9
7
 
2
.
5
5
7
 
2. 
71
7 
2
.
8
7
7
 
進
路
成
熟
コー
ホー
ト
88
女
子
2
.
2
6
8
 
2
.
4
0
9
 
2.
55
1 
2
.
6
9
2
 
2
.
8
3
4
 
J
ーホ
ート
87
男
子
2. 
14
9 
2
.
3
4
7
 
2
.
5
4
5
 
2.
 
7
4
3
 
2.
94
1 
コー
ホー
ト
87
女
子
I. 
9
1
3
 
2.
 
18
7 
2.
46
1 
2. 
7
3
5
 
3
.
0
0
9
 
職
業
的
コー
ホー
ト
8
8
男
子
2
.
3
0
4
 
2
.
4
0
7
 
2. 
5
1
0
 
2
.
6
1
3
 
2. 
7
1
6
 
進
路
成
熟
コー
ホー
ト
8
8
女
子
2
.
3
2
2
 
2.
38
1 
2. 
4
4
0
 
2
.
4
9
9
 
2
.
5
5
8
 
コー
ホー
ト
87
男
子
•
2
.
3
5
4
 
2
.
4
3
0
 
2
.
5
0
7
 
2. 
5
8
3
 
2
.
6
6
0
 
コー
ホー
ト
87
女
子
I. 
9
4
9
 
2. 
16
3 
2
.
3
7
7
 
2.
59
1 
2
.
8
0
5
 
魂 栄 淫 添 ポ 7 ) こ r i 汁 が 悔 漆 酒 澄 S 蒋 茨 （ 釜 決 ）
関西大学『社会学部紀要』第30巻第3号
なった 4つの標本全体にわたって共通の発達の線を仮定できないことになる。
今回の解析での適合度では，上に示したように， (c")と因子の平均を同一とした(b")との間
には，大きな差はなく，ほとんど同じ適合度水準にあった。 LGMの本来的な目的からいえば，
各コーホートの標本のレペルと傾斜が同じと仮定する (b")のモデル方が望ましい。コーホート
が異なっても同じ心理的な機能が成長や発達での量的な変化を引き起こしていると考えるこ
とができるからである。そして，図3-1や図3-2の因子得点の推定に関して論じたように，因子
の分散・共分散（あるいは相関係数）が標本間で同一である方が，望ましい。この仮定がみた
されれば，共通因子空間を各標本が完全に共有することになるからである。
今回の解析では，より拘束条件の厳しい(g)の適合度も， (c")や(b")とほぽ同じ水準にあった。
表4-2-aは，この(g)モデルの推定値であり，表4-2-bは因子の分散・共分散（下三角）と相関係
数（上三角）であり，表4-2-cはこの共通因子空間を同じと仮定した各測定機会の平均値の理論
的推定値である。なお，このモデルでは，独自性とその共分散に関しては，標本によって異な
ると仮定している。
この表4-2-aと表4-1-aとを比べると，独自性の分散と共分散は，ほとんど同じ様な値となっ
た。因子の平均を，表3-1-2や表3-2-2のモデル(f)と比べると値がやや低くなっている。因子の
分散・共分散（そして相関係数）の表4-2-bを表4-1-bと比較すると， (c")では，コーホート87
の女子だけが，「教育的」と「職業的」の傾斜因子間の相関がレベル因子間の相関よりも高かっ
た。 (g)では，この女子以外の傾向が，集約的に表4-2もにおいてあらわれたようである。また，
表4-2-cの値を見ると， 1年12月時点では，この 2つの成熟の理論的平均値は，職業的進路成熟
の方が高く， 2年12月からは教育的進路成熟の方が高くなり， 3年12月では両者に大きな差が
でる。
今回のデータ処理では，解釈しやすいように，得点を項目の反応カテゴリーにあわせている。
表4-2-cの平均値が語ることは， 1年から 2年にかけては，低いレベルながら「職業」の方が「教
育」よりもわずかに高い傾向にある，ということである。この傾向は，索点の平均（表1-1)に
おいても，わずかな差ではあるがみられる。表4-2-cは， 1年の12月からはじめている。これを
1年の 6月に延長すると教育的成熟の理論的平均値は2.023,職業的成熟は2.176となり，線形
モデルで，傾斜の大きさ (0.355と0.203)に違いがあるために，この 2つの差はこのように大
きくなる。中学段階での進路指導は，進学問題しか取り上げない， と批判されてきた。しかし
ながら， 1年から 2年にかけては，生徒たちは，教育の課題の方が職業に関するものよりも否
定的に反応していると， LGMの結果からはいえるわけであり，生徒の心的な準備は，進路指導
の2つの側面の中で，下位学年では，職業の方がよりよい状態にあるといえるのではないだろ
うか。
索点には，測定誤差が含まれている。母集団にある種の構造を仮定できたとしても，実際の
調査から得られる標本から，その構造を観測索点から直接的に描き出すことが困難ことである
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ことは，索点の平均をグラフ化した図1-1や，図1-2からも明らかである。一般的に，心理学の
研究では，完全なランダムサンプリングによって抽出された標本を対象とすることは少ない。
今回のような規模の縦断的な調査は，協力校のバックアップがあったから，実施できたのであ
る。 1つの学校で収集したこのようなデータの結果に，標本の何らかの偏りが混入することは
避けられないことである。個別の標本の平均値の多様性には，このようなさまざまな攪乱要因
による影響が混入していると考えなければならない。
共通因子分析モデルをベースとしている LGMは，誤差を含めて独自性を排除した共通空間
において，真の発達の変化を描き出そうとしているわけである。単独の標本の LGMでは，しか
しながら，ここで検討してきたように，その標本に内在するある種の独自な傾向によって，本
来の姿を見いだすことに失敗することもある。清水 (1989b,1996, 1997a, 1997b, 1998)など
においてこれまでも指摘してきたように，母集団の真の構造を，複数標本を同時に分析のする
SEMの手法で解析することによって，その姿をわれわれは見いだすことができるのではない
だろうか。 SEMが探索的な因子分析法と比べて革新的であるのは，この多母集団同時分析を実
現したからである（清水 (1989a,1994)。
2つの変数を 1つのモデルで解析することは，この因子の相互関係を検討することだけが目
的ではない。変数を個別に分析したのでは， LGMから得られる発達・成長の傾向を独立させて
3.1 3.1 
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図4-1 教育的進路成熟の平均値と理論値(g) 図4-2 職業的進路成熟の平均値と理論値(g)
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解釈しなければならない。相互の関係に加えて，理論的平均値の差を議論するには，ここで適
用してきた多変数 LGMによる方法が前提となる。
表4-2-cの因子得点の平均値から計算できる理論値は，ここで議論してきた多母集団同時分
析と多変数分析の条件を，適合度のよい LGM解として満たしたものである。この結果，理論的
根拠を持って，この理論値を図4-1と図4-2として描くことができたわけである。
4. 考察
心理的な機能は，ダイナミックに文脈との相互作用しながら，変化していく。どのような変
化が起きているのか，そして何がこのような変化に影響を与えているのか，さらには，起きて
いる変化が何に影響をあたえているのか，発達現象についてのこのような疑問を解明する方法
論が，ここで紹介した LGMを拡張することによって現実のものとなってきた。ここでは， LGM
に関する研究動向と課題とを，今回の解析結果を踏まえて，整理してみることにする。
多変数 LGMは，いくつかの発達・成長変数のレベル因子と傾斜因子との間の相互関係を(30)式
の相関係数において検討するものであった。 McArdleのオリジナルなモデルからの拡張は，さ
らにレベル因子と傾斜因子に影響を与える要因を因果的なパスとしておく研究（たとえば， Col-
der et al. (1997), Duncan & Duncan (1995), Duncan et al. (1994), Patterson (1993) Stoolmiller 
et al. (1993)など）やこれとは逆にレベル因子や傾斜因子が他のレベル因子や傾斜因子に与え
る影響を因果的なパスとしておく研究（たとえば， Walker,Acock, Bowman & Li (1996)な
ど）として実証的に検討されてきている。このようなモデルを構築することによって，よりダ
イナミックな相互作用の検討が今後も進むのではないだろうか。
ダイナミックな過程をとらえるには，縦断的なデータを必要とする。長期間にわたって欠損
のないデータを収集することは容易なことではない。今回の不完全コーホートの解析からもわ
かるように， LGMは，研究対象の全期間の完全なデータを必要とはしない (Anderson,1995)。
部分的に重なりをもったいくつかの縦断データを，この研究対象の全発達期間を系列コーホー
トとしてカバーするように収集すれば，発達・成長の姿の解析に使用することができるわけで
ある（たとえば， Duncan& Duncan (1994), Duncan et al. (1996), McArdle (1998), McArdle 
& Hamagami (1991, 1992), McArdle, Hamagami, Ellis & Robbins (1991)など）。
LGMの優れている点は，傾斜パラメータの定義が等間隔であることを条件としない，ことで
ある (Willett,1997)。今回のコーホート88では， 2年12月のデータがある意味では欠損であっ
た。しかしながら'(31)式や(3)式のように，パラメータの定義をおこなうことによって，調査で
きなかった機会の理論的な平均値を推定することもできるわけである。部分的な縦断データを
複合的に組み合わせる調査方法は，縦断データの収集の困難さを軽減することに貢献するので
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はないだろうか。
McArdle (1996)は，縦断的調査で使用する変数の質の問題を指摘している。彼はこの論文
でLGMを含めて SEMによる因子分析モデルをベースとした方法論を構造的因子分析 (struc-
tural factor analysis)と命名し，探索的な因子分析法と比較している。探索的な因子分析では，
SEMと比べて，不適解に遭遇することはまれなことであるといえよう。複雑なモデルになって
くると，今回の分析で一部紹介したように，データの性質が敏感に反映されるようである。こ
のような状況に遭遇した場合，不適解の原因として誰もが疑うのが，標本の質と観測変数の質
である。時間関数を測定時に管理することも縦断的データの収集では重要なことである。そし
て，信頼性の高い尺度を調査に使用すぺきであることはいうまでもない。
質の問題は，非線形モデルの適用においては，さらに大きな意味をもつ。微妙な上下の変動
から真の構造の原因を，非線形関数の各種のパラメータに求めるには，真の変動と攪乱要因か
らの影響を厳格に分離する必要があるからである。今回のデータでは， 3年間の短期間を半年
間隔で調査したものであったので，線形モデルで十分に適合度の高い解を得ることができた。
この期間であっても調査機会を増やせば，非線形でという可能性がないわけではない。非線形
モデルについては， Mxを使用して，別な機会に検討してみたい。
LGMは，これまで検討してきたように主に 1次因子モデルとして展開されてきた。McArdle
(1988)は， 2次因子モデルの検討もおこなっている。次に，わが国での古典的なアイディア
をLGMの拡張2次因子モデルとして展開することの可能性について検討してみたい。
園原 (1961)は，時相間因子と時相内因子の 2つのにおいて，縦断的な能力測定データから
の発達連関を解明する方法を提案している。この興味深い考え方をここでは簡単に紹介してみ
ることにする。能力についての実際の測定では，被検者の発達時期や段階あるいは年齢によっ
て，適用できる検査項目が異なることになる。そこで，各時期ごとに使用した検査項目の因子
分析をおこない，能力の一般因子を抽出する。これを時相内因子分析と呼んでいるわけである。
発達時期ごとに得られる時相内の因子得点から発達時期間の時相間の相関行列を求め，これの
因子分析から得られる時相関因子において発達連関を解明しようとする提案であった。
この園原の提案に，生沢 (1976)は， Cronback (1967) による T—技法因子分析批判を引用
しながら，否定的な見解を述ぺている。さらに彼は，因子得点の推定の問題を指摘している。
時相内因子分析と時相間因子分析という 2の因子分析手順を段階をおって計算する方法では，
確かに第 1段階の時相内因子得点の推定の精度が次の段階の時相関の内容に影響を与えること
は明らかである。時相内因子分析の手順（共通性の推定や因子数の決定そして因子軸の回転）
が年齢段階で異なれば，各時期の時相内因子が純粋にその時期の能力の構造を測定するものと
もいえないかもしれないし，また，対象とする全時期をとおして共通の能力因子を特定したこ
とにもならかもしれないからである。
-38-
潜在成長モデルによる進路成熟の解析（清水）
今回の分析で紹介した LGMは， 1次因子分析モデルに相当する。各観測機会でおこなった測
定を 1つの尺度としてモデルの構成をおこなった。このモデルの尺度を 1次因子とし，レベル
や傾斜の因子を 2次因子と想定すると 2次因子の LGMとなる。このような 2次因子 LGMが，
園原の提案を現実のものとするのではないだろうか。
最後に， LGMの解析結果の応用として，個人の発達の評価診断についてと発達検査の作成方
法論に関して検討してみることにする。
索点の個人の得点の変動は，観測誤差あるいは独自性の分散が混入している。因子分析法が
心理テストの診断に活用されてきたのは，古典的テスト理論が仮定する真の得点の推定値とし
ての因子得点を個人の診断の確固としたベースとして利用するためである。 LGMでは，対象と
なった標本の成長を因子得点の 1次関数として定義することができた。これは，モデルとして，
レベルと傾斜の因子得点の平均を設定したからである。
図3-1や図3-2からもわかるように,LGMの因子得点は，個々の被験者の発達の様相を描くの
に活用することができる。個人の因子得点の値から，個人の発達傾向を読みとることができる
わけである。そして，先に示した(1)式や(12)式の因子得点にその推定値を代入し，レベル因子得
点に観測機会ごとの時間関数の値を掛けた傾斜因子得点を足せば，各観測機会の得点の理論値
を得ることができる。誤差あるいは独自性を排除した個人の得点の変動から発達・成長の姿を
評価することができるわけである。
本稿でのコーホート88やコーホート87のような不完全な縦断データにおいて， 1年12月から
3年12月までの間で欠落していた時点での理論的な推定値を因子得点の平均値から計算するこ
とができたように，個々の生徒のレベルと傾斜の因子得点から個人の欠損した時点の得点も推
定可能である。さらに，今回の調査には， 1年の前期のデータは存在しないが，この得点の推
定もできるわけである。測定期間にわたって実際の個人の得点をこのように推定する方法は，
縦断的に発達の様相を現象としてもとらえる必要のある研究分野では， きわめて有効な方法と
いえる。
これまでも強調してきたように，横断的な調査からは，発達の様相を明らかにすることは困
難である。縦断的に心理テスト構成に十分な数の標本を確保することは． しかしながら．時間
や経費などいくつかの困難がともなう。 Crites(1978)は，この横断的方法と縦断的方法とを組
み合わせることによって，尺度構成に十分な数の標本を確保することを提案している。そして，
項目レベルでの発達的変化すなわち得点が年齢とともに増加する傾向を項目選択の基準とし
て，彼は， CMI尺度を作成している。本稿で紹介してきた LGMは，潜在的な因子において，
発達のレベルと傾斜とを特定することができるわけである。こような因子と尺度に含まれてい
る項目との相関係数に延長因子分析（たとえば，辻岡・清水 (1975)など）を応用する方法論
が，より因子的に妥当性の高い発達検査の作成方法論として，考えられるのではないだろうか。
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項目得点と因子得点の推定値との相関係数は，因子構造に相当し，これを因子間の分散・共
分散から因子パターンに変換することによって，レベルに関係する項目と傾斜に関係する項目
とを特定することができる。なお，このような方法論を実際に適用する際には，因子得点の推
定値としての性質に注意する必要がある。個人の因子得点は，解として推定された因子パター
ン行列と因子間の分散・共分散行列から因子構造行列を算出し，これを観測変数の分散・共分
散行列の逆行列にかけることによって，推定のための重み行列を求め，さらにこれを個人の観
測得点にかけることから，推定されるものである。因子間相関（あるいは分散・共分散）は，
真の因子得点間の相関でもあるが，因子得点の推定値間の相関係数は，この値と一致しない（清
水， 1981)。
今回の解析で得られたレベル因子と傾斜因子との間には，高い逆相関があった。この関係の
程度を，推定値においても， LGMによる方法論を適用する場合には，再現する必要があるので
はないだろうか。本稿では，教育的進路成熟と職業的進路成熟それぞれ15個の質問項目からの
総点を尺度得点として解析をおこない， LGMの2因子を得ることができた。それぞれの15項目
の中でより進路発達の測定に妥当な項目が何かという問題を含めて，発達検査を作成するため
の方法論については，別な機会に報告する予定である。
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Appendix I測定尺度と項目
教育的進路成熟尺度
I. 進学のための勉強は、自分から進んでしている。
2. どんな種類の学校や学科があるのか、気にして
いる。
3. 将来どんな学校に進学するのか、見通しを立て
ている。
4. 志望校に進学するための計画を立てて、準備し
ている。
5. 志望校の校風や特徴などは、自分で調ぺている。
職業的進路成熟尺度
I. 将来の職業の準備は、自分から進んでしている。
2. どんな種類の職業や産業があるのか、気にして
いる。
3. 将来どんな職業につくのか、見通しを立ててい
る。
4. 将来、職業につくための計画を立てて、準備し
ている。
s. 職業の内容や就職方法などは、自分で調ぺてい
る。
6. どんな上級学校を選ぶか、自分で考えている。 6. どんな職業を選ぶかを、自分で考えている。
7. 進学や進学先のことについて考えている。 7. 将来の職業や就職先のことについて考えている。
8. 進学の目標を立てて、それに向かって努力して 8. 職業につくための目標を立てて、それに向かっ
いる。 て努力している。
9. 進学のことについて、人にたずねたり、本で調 9. 職業を選ぶことについて、人にたずねたり、本
ぺたりしている。 で調べたりしている。
IO. 進学先は、自分の意思で決めている。 IO. 将来の職業については、自分の意思で決めて
1. 何のために進学するのかを考えている。
12. 志望校に進学するための道筋が、わかってい
る。
13. 進学先について、いろいろと比較し検討して
いる。
14. 進学先は、自分で責任をもって決めている。
15. 自分を生かせる上級学校について、調ぺてい
る。
いる。
1. 何のために就職するのかを考えている。
12. 希望する職業につくための道筋が、わかって
いる。
13. 将来の職業や就職先について、いろいろと比
較し検討している。
14. 将来の職業や就職先は、自分で責任をもって
決めている。
15. 自分を生かせる職業について、調べている。
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Appendixl多母集団同時解析(3.2)のAmos
Textのスクリプト（コーホート）
!Educational career maturity MG Simultaneous OLM 
$Include= w4male.amd 
$Group Name= cohort88_male 
$Structure 
em! = (0) + (I) eL + (1.5) eS + (I) eel_ml 
em2 = (0) + (1) eL + (2.0) es+ (1) ee2_ml 
em3 = (0)+ (I) eL + (2.5) eS + (l) eeJ_ml 
em5 = (0) + (I) eL + (3.5) eS + (1) ee5_ml 
eL<—> eS (covLS_ml); eL (evL_ml); eS (evS_ml) 
eel_ml (vel_ml); ee2_ml (ve2_ml) 
ee3_ml (ve3_ml); ee5_ml (ve5_ml) 
SM structure 
eL (emL_ml); eS (emS_ml) 
$Next Group 
$Include= w4female.amd 
$Group Name= cohort88_female 
$Structure 
eml =(O)+(l)eL+(I.S)eS+(l)eel_fl 
em2 = (0) + (I) eL + (2.0) es+ (I) ee2_fl 
em3 = (0)+(1) eL+ (2.S) eS + (I) eeJ_fl 
emS = (0)+ (I) eL + (3.5) eS + (I) eeS_fl 
eL<—> eS (covLS_fl); eL (evL_fl); eS (evS_fl) 
eel_fl (vel_fl); ee2_fl (ve2_fl) 
eeJ_fl (veJ_fl); eeS_fl (veS_fl) 
$Mstructure 
eL (emL_fl); eS (emS_fl) 
$Next Group 
$Include= w3male.amd 
$Group Name= cohort87 _male 
$Structure 
em3 = (0) + (I) eL + (2.S) eS + (I) ee3_m2 
em4 = (0) + (I) eL + (3.0) eS + (1) ee4_m2 
emS = (0) + (I) eL + (3.5) eS + (I) ee5_m2 
eL<—> eS (covLS_m2); eL (evL_m2); eS (evS_m2) 
ee3_m2 (ve3_m2); ee4_m2 (ve4_m2); 
eeS_m2 (veS_m2) 
$Mstructure 
eL (emL_m2); eS (emS_m2) 
$Next Group 
$Include= w3female.amd 
$Group Name= cohort87 _female 
$Structure 
em3 = (0) + (I) eL + (2.S) es+ (I) eeJ_fl 
em4 = (0) +(I) eL + (3.0) eS + (I) ee4_fl 
emS = (0) + (I) eL + (3.S) eS + (I) eeS_fl 
eL <--> eS (covLS_fl); eL (evL_fl); eS (evS_fl) 
ee3_t2 (ve3_t2); ee4_fl (ve4_fl); eeS_fl (veS_fl) 
$Mstructure 
eL (emL_fl); eS (emS_fl) 
$Model=(a) 
$Model=(b) 
emL_ml=emL_fl=emL_m2=emL_fl; 
emS_ml=emS_fl =emS_m2=emS_fl; 
$Model=(c) 
vel_ml=ve2_ml=ve3_ml=veS_ml; 
ve3 _m2=ve4_m2=veS _m2; 
vel_fl=ve2_fl=ve3_fl=veS_fl; 
ve3 _f2=ve4_f2=veS _f2; 
$Model= (d) 
(c); 
emL_ml=emL_fl=emL_m2=emL_f2; 
emS_ml=emS_fl =emS_m2=emS_f2; 
SModel=(e) 
vel ml=ve2 ml=ve3 ml=ve5 ml=VE3 m2=ve4 m 
2=ve5 m2=vel fl=ve2 fl=ve3 fl=ve5 fl=ve3£2.=v 
e4_f2=ve5_f2; 
SModel=(t) 
(e); 
emL_ml=emL_fl=emL_m2=emL_f2; 
emS_ml=emS_fl=emS_m2=emS_f2; 
(a')から(f)には、
covLS_fl=covLS_ml=covLS_t2=covLS_m2; 
をそれぞれに追加することで定義することができ
るのでここでは省略する。各モデルについては、
本文pp.25-26に掲載している。
職業的進路成熟の解析では、次のように変更する。
変数 「eml~em5」->「vml ~ vmS」
因子 「eL,eS, (emL, emS, evL, evS)」
->「vL,vS, (vmL, vmS, vvL, vvS)」
独自性「eel~eeS, (vel ~ve5)」
->「evl~ev5, (vvl ~vv5)」
なお、 ~.amdはAmos入カデータであり、コーホ
ート 88男子はw4male.amd、女子はw4female.amd、
コーホート 87男子は w3male.amd、女子は
w3female.amdである。この分析では、素点データ
を入力したが、表 1-1と表 1-2の統計量を入カデ
ータとすることもできる。 Amosでの記述の詳細
は、狩野(1997)を参照のこと。
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Appendix 3多変数・多母集団同時分析の Amos ev5_m2 (vv5_m2) 
Textスクリプト eL<—> eS (ceeLS_m2); eL <—> vL (cevLL_m2) 
!Educational and Vocational Maturity two cohort GLM eL <—> vS (cevLS_m2); eS <—> vL (cevSL_m2) 
$Include= w4male.amd eS <---> vS (cevSS_m2); vL <---> vS (cvvLS_m2) 
$Group Name = cohort88 male ee3_m2<—> ev3_m2 (ev33_m2) 
$Structure ee4 m2 <—> ev4 m2 ev44 m2) ＿（＿  
em! =(O}+(J)eL+(l.5)eS+(J)eel_ml ee5_m2<—> ev5_m2 (ev55_m2) 
em2 = (0) + (I) eL + (2.0) eS + (I) ee2_ml $Mstructure 
em3 = (0) + (I) eL+ (2.5) eS + (I) ee3_ml eL (emL_m2); eS (emS_m2) 
em5 = (0) + (I) eL+ (3.5) eS + (I) ee5_ml vL (vmL_m2); vS (vrnS_m2) 
eL (evL_ml); eS (evS_ml) $Next Group 
eel_ml (vel_ml); ee2_ml (ve2_ml) $Include= w3female.amd 
ee3_ml (ve3_ml); ee5_ml (ve5_ml) $Group Name= cohort87_female 
vml = (0) + (I) vL + (1.5) vS + (I) evl_ml この女子では、男子の m2を t2へ変更するだけ
vm2 =(O}+(l)vL+(2.0)vS+(l)ev2_ml なので、詳細は省略する。
vm3 = (0) + (I) vL + (2.5) vS + (I) ev3_ml 
vm5 = (0) + (I) vL + (3.5) vS + (I) ev5_ml 
vL (vvL_ml); vS (vvS_ml) 
evl_ml (vvl_ml); ev2_ml (vv2_ml) 
ev3_ml (vv3_ml); ev5_ml (vv5_ml) 
el<---> eS (ceelS_ml); el<---> vl (cevll_ml) 
el<---> vS (cevlS_ml); eS <---> vl (cevSl_ml) 
eS <---> vS (cevSS_ml); vl <---> vS (cvvlS_ml) 
eel_ml <—> evl_ml (evl l_ml) 
ee2_ml <—> ev2_ml (ev22_ml) 
ee3_ml <---> ev3_ml (ev33_ml) 
ee5_ml <—> ev5_ml (ev55_ml) 
$Mstructure 
el (eml_ml); eS (emS_ml); 
vl (vml_ml); vS (vmS_ml) 
$Next Group 
$Include= w4female.amd 
$Group Name= cohort88_female 
この女子では、男子の_mlを_flへ変更するだけ
なので、詳細は省略する。
$Next Group 
$Include = w3male.amd 
$Group Name= cohort87 _male 
$Structure 
em3 = (0) + (I) eL+ (2.5) eS + (I) ee3_m2 
em4 = (0) + (I) eL + (3.0) eS + (!) ee4_m2 
em5 = (0) + (I) eL + (3.5) eS + (I) ee5_m2 
eL (evL_m2); eS (evS_m2) 
ee3_m2 (ve3_m2); ee4_m2 (ve4_m2) 
ee5_m2 (ve5_m2) 
vm3 = (0) + (I) vL + (2.5) vS + (I) ev3_m2 
vm4 = (0) + (I) vL + (3.0) vS + (I) ev4_m2 
vm5 = (0) + (I) vL + (3.5) vS + (I) ev5_m2 
vL (vvL_m2); vS (vvS_m2) 
ev3_m2 (vv3_m2); ev4_m2 (vv4_m2) 
$Model= (g) 
! (b) equal factor means across samples 
emL ml=emL fl=emL m2=emL訟- - - -
ems ml=emS fl=emS m2=emS訟- -
vmL _ m I =vrnL _ fl=vmL_m2=vmL _ fl; 
vmS _ml =vrnS _fl =vmS_m2=vmS _訟
evL_ml=evL_fl=evL_m2=evL_訟
evS_ml =evS _fl =evS _ m2=evS_訟
vvL_ml=vvL_fl=vvL_m2=vvL_f2; 
vvS_ml=vvS_fl=vvS_m2=vvS_f2; 
! (c) equal unique variance in each sample 
vel_ml=ve2_ml=ve3_ml=ve5_ml; 
ve3 _m2=ve4_m2=ve5 _m2; 
vel fl=ve2 fl=ve3 fl=ve5 fl; 
ve3 _ f2=ve4 _ f2=ve5 _ f2; 
vvl_ml=vv2_ml=vv3_ml=vv5_ml 
vv3_m2=vv4_m2=vv5_m2; 
vv I _fl =vv2_fl =vv3 _fl =vvS _fl; 
vv3_f2=vv4_f2=vv5_f2; 
! (x) equal covariance among factors across samples 
ceeLS ml=ceeLS f!=ceeLS m2=ceeLS - - _f2; 
cevLL_ml=cevLL_fl=cevLL_m2=cevLL_f2; 
cevLS_ml=cevLS_fl=cevLS_m2=cevLS_f2; 
cevSL ml=cevSL fl=cevSL m2=cevSL f2; 
cevSS_ml=cevSS_fl=cevSS_m2=cevSS_f2; 
cvvLS_ml=cvvLS_fl=cvvLS_m2=cvvLS_f2; 
ここでは、モデルの設定は、本文の p.32で説明し
た(g)のみを掲載した。他の(b")のモデルは、 (g)の(b)
箇所と(x)箇所とを、 (c")では、同じく (c)箇所と(x)
箇所とを組み合わせることによって分析すること
ができるので省略した。なお、このスクリプトで
の変数名やラベルなどについては、 Appendix2と
同じ原則を適用している。
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